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はじめに

１ 都市計画基礎調査実施要領の見直しの主旨について

都市計画基礎調査は、都市計画法第 6 条に基づき、都市における人口、

産業、土地利用、交通などの現況及び将来の見通しを定期的に把握し、客観

的・定量的なデータに基づいた都市計画の運用を行うための基礎となるもの

である。

人口減少・超高齢社会が本格的に到来し、他方、ICT・IoT 等の普及に伴

う社会のデジタル化・ネットワーク化が急速に進展する中、諸課題への対応

のためコンパクトなまちづくりへの転換の実現や官民データ活用の推進等が

求められている。

都市計画基礎調査情報については、都市計画分野に限らず、まちづくり全

般、防災、スマートシティ等の幅広い分野での活用が広がりつつある一方、

これまでの実施要領においては、調査項目によっては必ずしもGISデータの

整備を想定していなかったために、データフォーマットが不明確であったり、

収集項目や原典資料などについての記載内容に曖昧さがあるなど、標準化に

おいて課題となっていた。

このため、都市計画基礎調査情報のデータの標準化を主眼に置き、都市計

画情報のデジタル化・オープン化の一層の推進に資するよう、「都市計画基

礎調査実施要領」(令和3年5月27日付国都調第1号国土交通省都市局長通知)

について、今般見直しを行ったものである。

なお、本要領の活用にあたっては、あわせて以下の点に留意されたい。

都道府県と市町村の連携による効果的な調査実施

都市計画基礎調査は、都道府県が調査主体として実施するものであるが、

市町村が実施する調査の結果を活用するなど、市町村と連携した効率的かつ

効果的な調査を実施することが望ましい。

なお、都市計画基礎調査の調査項目は、都市計画を運用する上で最低限必

要と考える項目であるが、これ以外にも地域の特性に応じて都市計画策定上

必要と認められる事項を調査項目とすることとされていることから、それぞ

れの地域において、その時代の都市課題に対応した適切な調査項目を設定す

ることが必要である。

マネジメント・サイクルを重視した都市計画への活用

集約型都市構造化（立地適正化計画の策定・見直し）、低炭素都市づくり、

中心市街地活性化、安全・安心まちづくり等、都市計画や立地適正化計画が

直面する課題は多様化している。個別の都市計画の決定・見直しのみならず
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都市計画総体としての適切さを確保する上で、都市計画基礎調査による客観

的なデータやその分析・評価結果の活用が有効と考えられる。また、その際、

住民等へのわかりやすい説明の観点から、調査結果の空間分布を視覚的に把

握することも有効であり、都市構造を可視化するツール等を活用することも

考えられる。

GIS活用の推進

国勢調査等の統計情報、交通施設等の公共公益施設の情報など、行政や関

係機関が保有する詳細なGISデータがインターネットを通じて広く入手可能

となっている。GISの活用を前提とした都市計画基礎調査を実施することに

より、これら公表データの活用による経費等の削減、分析の高度化への対応、

都市計画GISや他分野との連携による行政事務の効率化・高度化などへの寄

与が考えられることから、GISの活用を積極的に推進されたい。また、GISの
活用を進め、あわせて適切なバックアップを保存しておくことにより、大災

害時の復旧・復興対策を立案実行する際の基礎的データとして速やかな活用

が可能であると考えられる。加えて、都道府県から関係市町村への調査結果

の通知にあたっては、都市計画法施行規則の改正を踏まえて、データの集

計・分析や幅広い活用に適する電磁的記録媒体による送付が望ましい。

オープンデータ・バイ・デザインの考え方に基づく調査の実施

行政が保有するデータは、可能な限り利用・提供すべきという基本的な方

向性のもと、民間事業者も含めさまざまな主体が容易に利用できるようにす

ること、また、取組可能なものから速やかに進めることが求められている。

このため、都市計画基礎調査の実施においても、オープンデータを前提とし

た情報システムや業務プロセス全体の企画、整備及び運用を行うオープン

データ・バイ・デザインの考え方に基づくことが重要であると考えられる。

（都市計画基礎調査情報の利用・提供に係る考え方は「都市計画情報のデジ

タル化・オープン化ガイダンス」、「都市計画基礎調査情報の利用・提供ガ

イドライン」を参照するとともに、調査実施の技術的詳細は別途示す［技術

資料］を参照されたい。なお、「都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイド

ライン」のうち、都市計画基礎調査情報の個人情報の考え方や取扱いについ

ては、令和3年5月19日に公布されたデジタル社会の形成を図るための関係法

律の整備に関する法律（令和3年法律第37号）における個人情報の保護に関す

る法律（平成15年法律第57号）の改正を踏まえ、国土交通省都市局より地方

公共団体あて発出した、「都市計画基礎調査のオープンデータ化に向けた土

地利用現況及び建物利用現況の取り扱いについて」（令和5年3月1日、国都計
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２ 主な見直し内容

都市計画基礎調査情報のデジタル化・オープンデータ化を一層推進するため、

別途定める「都市計画データ標準製品仕様書」とあわせて、以下の視点で見

直しを行った。

①調査内容（インプット）の標準化

全国で均質なデータの整備を促進するため、データ収集項目・調書項目な

どのデータ属性項目を統一し、なるべくオープンデータを原典資料として採

用するなどルールを明確化するとともに、原典資料の内容や年次などのデー

タ品質情報の明示など、調査内容・方法について標準化した。

②調査結果（アウトプット）の標準化

調査結果については、図形情報を持つデータはCityGML形式のGISデータと

して、調書・集計表についてはCSV形式のデータとして整備する。

都市計画基礎調査実施要領の課題と改訂内容

現状の実施要領は、必ずしもGISなどのデータ整備を
想定していないことから、各項目のデータフォー
マットが不明確であり、地方公共団体によってアウ
トプットが不均一。

課題❶

GISデータ（CityGML形式）として整備する内容を
明示するとともに、GISデータのフォーマット（ポイ
ントやポリゴンなどジオメトリの種類）、データ型、
単位などを統一化。CSVデータ（集計表）について
も集計単位やデータ型を明示。

方針❶

収集項目または調書項目などの属性項目に係る記載
内容の不整合・表記に曖昧さあり。

課題❷

収集項目または調書項目などの属性項目に係る記載
内容の整合性確保・用語の統一などの対応。

方針❷

原典資料が複数記載されている場合などの採用ルー
ルがなく、原典資料と実施要領の「収集項目／調
書」に不整合（不明確な部分）あり。

課題❸

原典資料の採用ルールなどの検討、原典資料と実施
要領の「収集項目／調書」の整合性確保及び明示。

方針❸

調査項目は、複数の出典資料から構成されていたり、
基礎調査データ作成時期と原典資料が異なることが
あるため、原典資料の内容や年次などの情報を明記
する必要あり。

課題❹

すべての調査項目について、標準製品仕様のメタ
データファイルと整合するかたちで、原典データの
リスト表を作成。

方針❹

※データフォーマット等の標準化については都市計画データのデータ仕様を定めた「都市計画データ標準
製品仕様書」によって定めており、本実施要領と一体運用を図ることとしている。
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（参考）都市計画基礎調査実施要領の策定・改訂経緯
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データ項目分 類

頁データ名データコード分類名分類コード

4人口規模C0101

人口1

7DIDC0102

9将来人口C0103

10人口増減C0104

11通勤・通学移動C0105

12昼間人口C0106

15産業・職業分類別就業者数C0201
産業2

17事業所数・従業者数・売上金額C0202

21区域区分の状況C0301

土地利用3

23土地利用現況C0302

28国公有地の状況C0303

29宅地開発状況C0304

32農地転用状況C0305

35林地転用状況C0306

37新築動向C0307

39条例・協定C0308

41農林漁業関係施策適用状況C0309

42建物利用現況C0401

建物4 58大規模小売店舗等の立地状況C0402

59住宅の所有関係別・建て方別世帯数C0403

61都市施設の位置・内容等C0501
都市施設5

63道路の状況C0502

65主要な幹線の断面交通量・混雑度・旅行速度C0601

交通6
66自動車流動量C0602

67鉄道・路面電車等の状況C0603

68バスの状況C0604

69地価の状況C0701地価7

71地形・水系・地質条件C0801

自然的環境等8
72気象状況C0802

73緑の状況C0803

75動植物調査C0804

76災害の発生状況C0901
災害9

78防災施設の位置及び整備の状況C0902

79観光の状況C1001

その他
（景観・歴史資源等）

10
81景観・歴史資源等の状況C1002

82レクリエーション施設の状況C1003

83公害の発生状況C1004

以下のとおり、収集データの分類及び項目の一覧、並びに各データ項目の個表を示す。なお、都市課題の抽
出や分析・評価が適切にできるよう、地域特性やその時代の都市計画の内容を踏まえて、下表以外の地
域独自の調査項目を積極的に設定することが望ましい。

収集データの分類及び項目一覧

本編
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【参考】収集データの分類及び項目一覧（法令対応表）

データ項目分 類２）都市計画法施行規則
（第５条）

1）都市計画法
(第 6条 1 項)

人口規模C0101人口1

人口規模

DIDC0102

将来人口C0103

人口増減C0104

通勤・通学移動C0105

昼間人口C0106

産業・職業分類別就業者数C0201産業2３ 職業分類別就業人口の規模産業分類別の
就業人口の規模

事業所数・従業者数・売上金額C0202２ 事業所数、従業者数、製造業出荷額
及び商業販売額

区域区分の状況C0301土地利用3
土地利用

市街地の面積
土地利用現況C0302９ 宅地開発の状況及び建築の動態並び

に低未利用土地及び空家等の状況

国公有地の状況C0303７ 国有地及び公有地の位置、区域、
面積及び利用状況

宅地開発状況C0304９ 宅地開発の状況及び建築の動態並び
に低未利用土地及び空家等の状況

農地転用状況C0305

土地利用
市街地の面積

林地転用状況C0306

新築動向C0307

条例・協定C0308

農林漁業関係施策適用状況C0309

建物利用現況C0401

建物4５ 建築物の用途、構造、建築面積、
延べ面積及び高さ

９ 宅地開発の状況及び建築の動態並び
に低未利用土地及び空家等の状況

大規模小売店舗等の立地状況C0402５ 建築物の用途、構造、建築面積、
延べ面積及び高さ

住宅の所有関係別・
建て方別世帯数C0403４ 世帯数及び住宅戸数、住宅の規模

その他の住宅事情

都市施設の位置・内容等C0501都市施設5６ 都市施設の位置、利用状況及び整備
の状況

１１ 都市計画事業の執行状況 道路の状況C0502
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【参考】収集データの分類及び項目一覧（法令対応表）

データ項目分 類２）都市計画法施行規則
（第５条）

1）都市計画法
(第 6条 1 項)

主要な幹線の断面交通量・
混雑度・旅行速度C0601交通6

交通量
自動車流動量C0602

鉄道・路面電車等の状況C0603

バスの状況C0604

地価の状況C0701地価7１ 地価の分布の状況

地形・水系・地質条件C0801自然的環境等8８ 土地の自然的環境

気象状況C0802

緑の状況C0803

動植物調査C0804

災害の発生状況C0901災害9１０ 災害の発生状況並びに防災施設
の位置及び整備の状況

防災施設の位置及び整備の状況C0902

観光の状況C1001その他（景観・
歴史資源等）

10１２ 地域の特性に応じて都市計画
策定上必要と認められる事項

景観・歴史資源等の状況C1002

レクリエーション施設の状況C1003

公害の発生状況C1004
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C0101 人口規模

人口及び世帯、年齢階級別（５歳）人口、性別人口a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・町丁目単位（小地域単位）
・メッシュ単位（4分の1地域メッシュ）
※総務省統計局からメッシュ単位（4分の1地域（250m）メッシュ単位）のデータも収集可能
※年齢階級別（５歳）人口は、町丁目単位（小地域単位）のみ収集可能

c.収集単位

・国勢調査、総務省統計局から収集。d.収集方法

・小地域別データは統計調査を実施するために設定された基本単位区の境域を基礎としてお
り、住居表示等に用いられている町丁・字境界・名称と一致しない場合があることに注意
が必要。

・国勢調査の就業状態等基本集計において、都市計画の区分による人口・世帯数（総数）が
公表されている。

・GISデータについては、平成７年度以降は世界測地系データが収集可能であり、世界測地系
のデータを活用する。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
〇小地域別人口

（○○年国勢調査をもとに作成）

〇メッシュ単位（4分の1地域（250m）メッシュ単位）人口
（○○年国勢調査をもとに作成）b.調書

収集データの例

国勢調査／（小地域別）年齢（5歳階級、4区分）別、男女別人口（2020）
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001082（URL❶）

総務省統計局／（メッシュ単位）人口及び世帯
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=Q&serv
eyId=Q002005112020&statsId=T001102&datum=2000（URL❷）

入手先年次原典データ項目

URL❶2020国勢調査／（小地域別）年齢（5歳階級、4区分）別、男
女別人口小地域別人口

URL❷2020総務省統計局／（メッシュ単位）人口及び世帯メッシュ単位人口

女
75歳
以上
（人）

…
女

0-4歳
（人）

女の総数、
年齢不詳

含む
（人）

男
75歳
以上
（人）

…
男

0-4歳
（人）

男の総数、
年齢不詳

含む
（人）

総数
75歳
以上
（人）

…
総数
0-4歳
（人）

総数、
年齢不詳

含む
（人）

小地域
コード

1

2

:

一般
世帯
数

…

女
75歳以上
（人）

男
75歳
以上
（人）

…

０～
１４
歳
女

（人）

０～１
４歳人

口
男

（人）

０～１４歳

人口

（人）

…
総数

男

（人）

総数
（人）

メッシュ
コード

1

2

:
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C0101 人口規模（つづき）

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下表のとおりとする。

〇小地域別人口 〇メッシュ単位人口

b.調書
(つづき)

作
成
項
目

説明コード
総数、年齢「不詳」を含む0101
総数0-4歳0102
総数5-9歳0103
総数10-14歳0104
総数15-19歳0105
総数20-24歳0106
総数25-29歳0107
総数30-34歳0108
総数35-39歳0109
総数40-44歳0110
総数45-49歳0111
総数50-54歳0112
総数55-59歳0113
総数60-64歳0114
総数65-69歳0115
総数70-74歳0116
総数15歳未満0117
総数15～64歳0118
総数65歳以上0119
総数75歳以上0120
男性総数、年齢「不詳」を含む2101
男性0-4歳2102
男性5-9歳2103
男性10-14歳2104
男性15-19歳2105
男性20-24歳2106
男性25-29歳2107
男性30-34歳2108
男性35-39歳2109
男性40-44歳2110
男性45-49歳2111
男性50-54歳2112
男性55-59歳2113
男性60-64歳2114
男性65-69歳2115
男性70-74歳2116
男性15歳未満2117
男性15～64歳2118
男性65歳以上2119
男性75歳以上2120
女性総数、年齢「不詳」を含む3101
女性0-4歳3102
女性5-9歳3103
女性10-14歳3104
女性15-19歳3105
女性20-24歳3106
女性25-29歳3107
女性30-34歳3108
女性35-39歳3109
女性40-44歳3110
女性45-49歳3111
女性50-54歳3112
女性55-59歳3113
女性60-64歳3114
女性65-69歳3115
女性70-74歳3116
女性15歳未満3117
女性15～64歳3118
女性65歳以上3119
女性75歳以上3120

5

説明コード
人口（総数）0201
人口（総数） 男0202
人口（総数） 女0203
０～１４歳人口 総数0204
０～１４歳人口 男0205
０～１４歳人口 女0206
１５歳以上人口 総数0207
１５歳以上人口 男0208
１５歳以上人口 女0209
１５～６４歳人口 総数0210
１５～６４歳人口 男0211
１５～６４歳人口 女0212
１８歳以上人口 総数0213
１８歳以上人口 男0214
１８歳以上人口 女0215
２０歳以上人口 総数0216
２０歳以上人口 男0217
２０歳以上人口 女0218
６５歳以上人口 総数0219
６５歳以上人口 男0220
６５歳以上人口 女2201
７５歳以上人口 総数2202
７５歳以上人口 男2203
７５歳以上人口 女2204
８５歳以上人口 総数2205
８５歳以上人口 男2206
８５歳以上人口 女2207
９５歳以上人口 総数2208
９５歳以上人口 男2209
９５歳以上人口 女2210
外国人人口 総数2211
外国人人口 男2212
外国人人口 女2213
世帯総数2214
一般世帯数2215
１人世帯数 一般世帯数2216
２人世帯数 一般世帯数2217
３人世帯数 一般世帯数2218
４人世帯数 一般世帯数2219
５人世帯数 一般世帯数2220
６人世帯数 一般世帯数3201



C0101 人口規模（つづき）

＜人口分布図＞
・人口分布図は、原則、原典データ（例：小地域境界データまたは、メッシュ境界データ）の

縮尺によるが、適宜1/2500, 1/10000, 1/25000の地形図を背景に作成する。
・小地域単位・メッシュ単位（4分の1地域メッシュ（250mメッシュ）単位）の境界データを

もとに、人口密度の区分に応じて色分けするとともに、都市計画区域や市街化区域、行政区
域等をあわせて表示して図面を作成する。

<凡例＞
・人口分布図凡例（下表）に従い、小地域毎またはメッシュ毎に着色する。

（令和○○年国勢調査 男女別・年齢階級（５歳階級）別人口をもとに作成）

※立地適正化計画が策定されている場合は、立地適正化計画の各区域もあわせて表示する。

c.位置図

作
成
項
目

＜集計表＞
・都市計画の区分別に男女別・年齢階級（５歳階級）別にとりまとめる。
・集計は、小地域データの活用を基本とし、小地域の境界が区域区分の境界と合致しない場合

については、国勢調査時の区分による方法や、面積、可住地、建物数、世帯数等により按分
する方法により適宜分割し集計する。

（令和○○年国勢調査 男女別・年齢階級（５歳階級）別人口をもとに作成）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用
途白地のうち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は
準都市計画区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※原典データの調査年次は西暦に統一する。

d.集計方法

女
75歳
以上
（人）

…

女
0-4
歳

（人）

女の総数、
年齢不詳

含む
（人）

男
75歳
以上
（人）

…

男
0-4
歳

（人）

男の総数、
年齢不詳

含む
（人）

総数
75歳
以上
（人）

…
総数
0-4歳
（人）

総数、
年齢不詳

含む
（人）

区域区分

行政区域
都市計画区域

市街化区域
市街化調整区域

非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
都市計画区域外

居住誘導区域
都市機能誘導区域
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C0102 DID

位置、面積、人口a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・DID地区毎c.収集単位

・国勢調査、国土数値情報から収集

※国土数値情報では、DID区域（1960～）のポリゴンデータを入手可能である。

d.収集方法

－e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○年国勢調査 DID地区境界データをもとに作成）

b.調書

＜位置図＞
・DID地区の区域ごとに、DID区域ポリゴンを地図上に表示する。

（作成イメージは下図を参照）
・DID地区の拡大状況を把握するため、概ね10年ごとの区域の状況を表示する。

＜凡例＞
・DID位置図凡例（下表）に従い、区域毎に着色する。

c.位置図

入手先年次原典データ項目

URL❶2020

国勢調査／男女別人口，世帯の種類別世帯数及び世帯人員並びに
2015年（平成27年）の人口（組替），2015年（平成27年）の世帯
数（組替），5年間の人口増減数，5年間の人口増減率，5年間の世
帯増減数，5年間の世帯増減率，人口性比，面積（参考）及び人口
密度－全国，都道府県，市区町村（人口集中地区）

面積

URL❶2020

国勢調査／男女別人口，世帯の種類別世帯数及び世帯人員並びに
2015年（平成27年）の人口（組替），2015年（平成27年）の世帯
数（組替），5年間の人口増減数，5年間の人口増減率，5年間の世
帯増減数，5年間の世帯増減率，人口性比，面積（参考）及び人口
密度－全国，都道府県，市区町村（人口集中地区）

人口

収集データの例

国勢調査／男女別人口，世帯の種類別世帯数及び世帯人員並びに2015年（平成27年）の人口
（組替），2015年（平成27年）の世帯数（組替），5年間の人口増減数，5年間の人口増減率，
5年間の世帯増減数，5年間の世帯増減率，人口性比，面積（参考）及び人口密度－全国，都道
府県，市区町村（人口集中地区）
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001136464&cycle=0&year=20200&mo
nth=24101210&tclass1=000001136466&tclass2val=0（URL❶）

国土数値情報／人口集中地区データ※
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A16-v2_3.html（URL❷）

備考年人口密度（人/ha)人口（人）面積（ha）地区

：

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)区域分類
太線・実線150,150,150なし都市計画区域
太線・実線255,160,230255,250,190市街化区域（非線引き用途地域）
太線・実線70,140,60なし10年前のDID人口（H12)
太線・破線70,140,60なし5年前のDID人口（H22）
太線・実線0,190,190なしDID人口（基準年）
太線・破線255,0,0なし居住誘導区域
太線・破線255,0,0なし都市機能誘導区域

（太線：1.0pt 細線：0.5pt)
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C0102 DID（つづき）
（○○年国勢調査 DID地区境界データを基に作成）

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

－d.集計方法
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C0103 将来人口

年齢階級別（５歳）人口、性別人口a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・行政区域毎c.収集単位

・日本の地域別将来推計人口〔国立社会保障・人口問題研究所〕から収集d.収集方法

・公表されている将来30年間のデータを収集する。
・推計による市区町村の人口の合計は『日本の将来推計人口』の出生中位・死亡中位、純移

動考慮で推計。
e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

－b.調書

－c.位置図

<集計表>
・年齢階級別（5歳）に将来人口をとりまとめる。

（日本の地域別将来推計人口（○○年推計）〔国立社会保障・人口問題研究所〕年齢別男女別将来人口をもとに作成）

<コードリスト>
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2023
国立社会保障・人口問題研究所／日本の地域別将来推計人
口（令和５（2023）年推計）男女･年齢（5歳）階級別の
推計結果一覧

年齢階級（５歳）
人口

URL❶2023
国立社会保障・人口問題研究所／日本の地域別将来推計人
口（令和５（2023）年推計）男女･年齢（5歳）階級別の
推計結果一覧

性別人口

収集データの例

国立社会保障・人口問題研究所／日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）男女･年
齢（5歳）階級別の推計結果一覧

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/t-page.asp（URL❶）

…○年○年
女(人)男(人)総数(人)女(人)男(人)総数(人)

総数
0-4歳年

齢
階
級
別

5-9歳
10-14歳
：

説明コード
総数0101
0-4歳0102
5-9歳0103
10-14歳0104
15-19歳0105
20-24歳0106
25-29歳0107
30-34歳0108
35-39歳0109
40-44歳0110
45-49歳0111
50-54歳0112
55-59歳0113
60-64歳0114
65-69歳0115
70-74歳0116
15歳未満0117
15～64歳0118
65歳以上0119
75歳以上0120

説明コード
総数T
男性M
女性F
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C0104 人口増減

自然増減（出生数、死亡者数）、社会増減（転入者数、転出者数、その他増減）a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・行政区域毎c.収集単位

・出生数及び死亡数は人口動態調査から、転入者数・転出者数は住民基本台帳人口移動報告
から収集

d.収集方法

・住民基本台帳データを用い、小地域単位での人口動態の把握を行うことも考えられる。
・「その他増減」は、職権による消除・修正や国籍取得・帰化等。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

－b.調書

－c.位置図

<集計表>
・人口増減の要因別 にとりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※「その他増減」は、職権による消除・修正や国籍取得・帰化等。

<コードリスト>
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2023人口動態調査自然増減

URL❷2022住民基本台帳社会増減

収集データの例

人口動態調査／人口動態総覧（件数），都道府県・市部－郡部－保健所－市区町村別（都道府
県・市区町村）(2006年～)
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/database?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=7&tclass1=00
0001053058&tclass2=000001053061&tclass3=000001053063&tclass4val=0（URL❶）

住民基本台帳人口移動報告／男女別都道府県内移動者数，他都道府県からの転入者数及び他都
道府県への転出者数－全国，都道府県，３大都市圏（東京圏,名古屋圏,大阪圏）, 21大都市（移
動者，日本人移動者，外国人移動者）（2021年1月～）
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/database?page=1&layout=datalist&toukei=00200523&tstat=000000070001&cycle=1&tclass1=00
0001008739&tclass2val=0（URL❷）

・・・○年（人）○年（人）人口増減要因
自然増減

出生数
死亡者数

社会増減
転入者数
転出者数

（その他増減※）
人口増減計

説明コード
自然増減10
出生数11
死亡者数12
社会増減20
転入者数21
転出者数22
その他増減30
人口増減計40
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C0105 通勤・通学移動

15歳以上就業者、15歳以上通学者a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・行政区域毎c.収集単位

・国勢調査から収集d.収集方法

－e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

－b.調書

－c.位置図

<集計表>
（○○年国勢調査 常住地における就業・通学者数をもとに作成）

d.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2020
国勢調査／男女，就業・通学，従業地・通学地（全国［総
数］，都道府県，市区町村）別就業者・通学者数－全国，
都道府県，市区町村（常住地）

15歳以上就業者

URL❶2020
国勢調査／男女，就業・通学，従業地・通学地（全国［総
数］，都道府県，市区町村）別就業者・通学者数－全国，
都道府県，市区町村（常住地）

15歳以上通学者

常住地におけ

る就業・通

学者数計

従業地・通学地

不詳

(人)

県外

(人)
…B市(人)A市(人)

県全体

(人)

県全体

常住地
A市

B市
：

－－－県外
従業地における

就業・通学者数計

11

収集データの例

国勢調査／男女，就業・通学，従業地・通学地（全国［総数］，都道府県，市区町村）別就業
者・通学者数－全国，都道府県，市区町村（常住地）
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001136464&cycle=0&tclass1=000001
136469&tclass2val=0（URL❶）



C0106 昼間人口

昼間人口a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・町丁目単位（小地域単位）
・メッシュ単位（2分の1地域メッシュ）c.収集単位

・国勢調査、経済センサス-活動調査、学校ごとの在籍学生・生徒数の調査から収集
・有償データを利用する場合、Sinfonica 公益財団法人 統計情報研究開発センター

（https://www.sinfonica.or.jp/datalist/index.html）より購入することが可能

d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書の作成方法＞
・以下の式により小地域等の昼間人口を算定する。

昼間人口＝昼間従業者＋昼間通学者＋昼間に従業も通学もしない者

○昼間従業者
・経済センサス-活動調査から、町丁・字等別に従業者数（農林漁業従業者除く）を算出。町

丁・字等ごとの従業者数構成比を求め、その比率で国勢調査の市区町村別昼間従業者数を
按分して設定する。

○昼間通学者
・学校ごとの在籍者数・生徒数の調査から、町丁・字等別に通学者数を算出。町丁・字等ご

との通学者数構成比を求め、その比率で国勢調査の市区町村別昼間通学者数を按分して
設定する。

○昼間に従業も通学もしない者
・国勢調査から以下により集計する。

b.調書

収集データの例

国勢調査／従業地・通学地による人口・就業状態等集計（2020）
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001080615&cycle=0&tclass1=000001
101935&tclass2=000001101955&tclass3=000001101956 （URL❶）

国勢調査／（小地域別）職業大分類別就業者数（2020）
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001104 （URL❷）

経済センサス-活動調査／（小地域別）産業（大分類）別民営事業所数及び男女別従業者数

https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200553&toukeiYear=2021&serveyId=A002005532021&aggregate
Unit=A&statsId=T001167 （URL❸）

庁内資料等／学校ごとの在籍学生・生徒数の調査資料

入手先年次原典データ項目

URL❶2020国勢調査/従業地・通学地による人口・就業状態等集計昼間に通学も従業
もしないもの

URL❷2020国勢調査/（小地域別）職業大分類別就業者数昼間従業者数

URL❸2021経済センサス-活動調査/（小地域別）産業（大分類）別
民営事業所数及び男女別従業者数昼間従業者数

庁内資料-庁内資料等/学校ごとの在籍学生・生徒数の調査資料昼間通学者数

昼間に従業も通学もしない者 = 15歳以上就業も通学もしない者＋
15歳未満就業も通学もしない者＋ 農林漁業従業者

15歳以上就業も通学もしない者 ＝ 15歳以上非労働力人口－ 15歳以上通学者
＋ 完全失業者

15歳未満就業も通学もしない者 ＝ 未就学者数(全年齢)－ 15歳以上未就学児
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C0106 昼間人口（つづき）

〇小地域別昼間人口

〇メッシュ単位（ 2分の1地域メッシュ（500mメッシュ）単位）

＜国勢調査に基づく算出例＞

〇町丁・字等別昼間従業者（ｄ）

〇町丁・字等別昼間通学者（f）

〇昼間に従業も通学もしないもの（○○一丁目）(q)

※大規模調査年（西暦の末尾が0の年）の国勢調査でのみ実施。

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

人口密度
（昼間人

口）
（人/㎢）

総数
（昼間人口）

（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、
合計

（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

農林漁業
従業者
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

15歳以上
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

15歳未満
（人）

昼間
通学者数
（人）

昼間
従業者数
（人）

小地域
コード

1
2
3
:

○○市調査(基準日：○○年○○月○○日)､令和○○年国勢調査、令和○○年経済センサスをもとに作成）

○○市調査(基準日：○○年○○月○○日)､令和○○年国勢調査、令和○○年経済センサスをもとに作成）

経済センサス-基礎調査国勢調査従業地・通学地集計 従業地・通
学地による人口・産業等集計

経営組織（２区分），産業（大分類）・従業者規
模（６区分）別全事業所数及び男女別従業者数―
市区町村，町丁・大字

常住地又は従業地による産業(大分類)，
男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) －
全国，都道府県，市町村

118,174112,974従業者数総数 (a)
38192Ａ 農業，林業＋ Ｂ 漁業 (b)

118,136112,782非農林漁業 （c）=(a)-(b)
19201,839○○一丁目小地域別従業者数

（d）=(c)×経済セ
ンサス等の町丁・
字等ごとの従業者

数構成比

894856○○二丁目
983942○○三丁目
468448○○四丁目

1034990：

学校ごとの在籍学生・生徒数の調査国勢調査従業地・通学地集計 従業地・通
学地による人口・産業等集計

小学校+中学校+高等学校 全日制・定時制+特別
支援学校+専修学校+各種学校

従業地・通学地による常住市区町村，男女
別15歳以上就業者数及び15歳以上通学者数
(15歳未満通学者を含む通学者－特掲) － 都
道府県，市町

15,60014,412区市町村別昼間通学者数 (e)
468432○○一丁目小地域別従業者数

（f）=(e)×学校基
本調査による町
丁・字等ごとの
通学者数構成比

156144○○二丁目
00○○三丁目
00○○四丁目

234216：

国勢調査データ項目人数項目

常住地による従業地・通学地（5区分），男女別15歳以
上就業者数及び15歳以上通学者数 －町丁・字等38015歳以上非労働力人口 (g)

15歳以上就
業も通学も
しない者

(l)

常住地による従業地・通学地（5区分），男女別15歳以
上就業者数及び15歳以上通学者数 －町丁・字等5615歳以上通学者 (h)

住地による従業地・通学地（5区分），男女別15歳以上
就業者数及び15歳以上通学者数 －町丁・字等968労働力人口 (i)

完全
失業者 常住地による従業地・通学地（5区分），男女別15歳以

上就業者数及び15歳以上通学者数 －町丁・字等903常住地による15歳
以上就業者数 (j)

65(k)=(i)-(j)
389計 (l)=(g)-(h)+(k)

人口密度
（昼間人

口）
（人/㎢）

総数
（昼間人口）

（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、
合計

（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

農林漁業
従業者
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

15歳以上
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

15歳未満
（人）

昼間
通学者数
（人）

昼間
従業者数
（人）

メッシュ
コード

1
2
3
:
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C0106 昼間人口（つづき）

○小地域昼間人口 (r)

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

＜昼間人口分布図＞
・小地域またはメッシュ単位（ 2分の1地域メッシュ（500mメッシュ））別に人口密度に応じ
て色分けするとともに、都市計画区域や市街化区域、行政区域等をあわせて表示して図面を作
成する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

＜集計表＞

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き
用途白地のうち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は
準都市計画区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※原典データの調査年次は西暦に統一する。

d.集計方法

○○市調査(基準日：○○年○○月○○日)､令和○○年国勢調査、令和○○年経済センサスをもとに作成）

産業(大分類），男女別15歳以上就業者数 －町丁・
字等1Ａ農業，林業＋Ｂ漁業農林漁業

従事者(p)

434昼間に従業も通学もしないもの(q)=(l)+(o)+(p)

2,705小地域昼間人口 (r)=(d)+(f)+(q)

在学学校･未就学の種類（7区分），男女別在学者数
及び未就学者数 －町丁・字等 ※44未就学者数 (m)15歳未満就

業も通学も
しない者

（o)
在学か否かの別・最終卒業学校の種類（6区分），
男女別15歳以上人口 －町丁・字等-15歳以上未就学者 (n)

44計 (o)=(m)-(n)

人口密度
（昼間人

口）
（人/㎢）

総数
（昼間人

口）
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、
合計

（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、

農林漁業
従業者
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、
15歳以

上
（人）

昼間に従
業も通学
もしない
もの、
15歳未

満
（人）

昼間
通学者数
（人）

昼間
従業者数
（人）

区域区分

行政区域

都市計画区域
市街化区域

市街化調整区域
非線引き用途地域

非線引き用途白地
準都市計画区域

都市計画区域外
居住誘導区域

都市機能誘導区域

○○市調査(基準日：○○年○○月○○日)､令和○○年国勢調査、令和○○年経済センサスをもとに作成）
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C0201 産業・職業分類別就業者数

常住地別就業者数、従業地別就業者数（産業大分類別、職業別大分類別）a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・行政区域毎c.収集単位

・国勢調査から収集d.収集方法

・産業分類は随時改定が行われているため、経年比較を行う際には分類の確認が必要となる。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

－b.調書

－c.位置図

<集計表>
・産業分類別、職業分類別に常住地別就業者数、従業地別就業者数をとりまとめる。

（産業分類別就業者数）
○常住地別就業者数

（○○年国勢調査 産業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

○従業地別就業者数
（○○年国勢調査 産業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

（職業分類別就業者数）
○常住地別就業者数

（○○年国勢調査 職業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

d.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2020国勢調査／産業大分類別産業分類別就業
者数

URL❷2020国勢調査／職業大分類別職業分類別就業
者数

収集データの例

国勢調査／産業大分類別
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001103（URL❶）

国勢調査／職業大分類別
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001104（URL❷）

…○○町（人）○○市（人）
A 農業・林業
B 漁業
C 鉱業、採石業、砂利採取業
：

…○○町（人）○○市（人）
A 農業・林業
B 漁業
C 鉱業、採石業、砂利採取業
：

…○○町（人）○○市（人）
A 管理的職業従事者
B 専門的・技術的職業従事者
C 事務従事者
：
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C0201 産業・職業分類別就業者数（つづき）

○従業地別就業者数
（○○年国勢調査 職業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

（産業分類別就業者数） （職業分類別就業者数）

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

…○○町（人）○○市（人）
A 管理的職業従事者
B 専門的・技術的職業従事者
C 事務従事者
：

説明コード
A農業，林業A
B漁業B
C鉱業，採石業，砂利採取業C
D建設業D
E製造業E
F電気・ガス・熱供給・水道業F
G情報通信業G
H運輸業，郵便業H
I卸売業，小売業I
J金融業，保険業J
K不動産業，物品賃貸業K
L学術研究，専門・技術サービス業L
M宿泊業，飲食サービス業M
N生活関連サービス業，娯楽業N
O教育，学習支援業O
P医療，福祉P
Q複合サービス事業Q
Rサービス業（他に分類されないもの）R
S公務（他に分類されるものを除く）S
T分類不能の産業T

説明コード
A管理的職業従事者A
B専門的・技術的職業従事者B
C事務従事者C
D販売従事者D
Eサービス職業従事者E
F保安職業従事者F
G農林漁業従事者G
H生産工程従事者H
I輸送・機械運転従事者I
J建設・採掘従事者J
K運搬・清掃・包装等従事者K
L分類不能の職業L
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C0202 事業所数・従業者数・売上金額

事業所数、従業者数、小売販売額、製造品出荷額a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

・行政区域単位
・地域メッシュ単位（ 2分の1地域メッシュ（500mメッシュ）単位）c.収集単位

経済センサス-活動調査から収集
※メッシュ単位データについて、経済センサス-活動調査の事業所数、従業者数については、地図で見る
統計（統計GIS）〔政府統計の総合窓口（独立行政法人 統計センター）〕が活用可能。

d.収集方法

・経済センサス-活動調査については、総務省統計局に申請を行うことにより原票データの
入手が可能。

・経済センサス-活動調査（５年に１回）の中間年の補完として、経済構造実態調査が実施
されている。地方公共団体において、独自調査としてこれらのデータを収集する場合には、
小売販売額は総務省統計局経済統計課に申請することにより行政単位データ、製造品出荷
額は経済産業省データマネジメント推進室に申請することにより原票データ（個票データ
及び推計データ。個票データと推計データの判別は二次利用申請時に調査対象フラグを利
用項目に含めること。）の収集が可能。
なお、申請はミクロデータ利用ポータルサイト（https://www.e-stat.go.jp/microdata/）
を通じて行うこと。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

〇小地域別

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

b.調書

収集データの例

経済センサス-活動調査／（小地域別）産業（大分類）別民営事業所数及び男女別従業者数
（2021）
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200553&toukeiYear=2021&serveyId=A002005532021&aggregate
Unit=A&statsId=T001167（URL❶）

経済センサス-活動調査／（メッシュ単位）産業（大分類）別民営事業所数及び男女別従業者数
（2021）
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200553&toukeiYear=2021&aggregateUnit=H&serveyId=H002005
112021&datum=2000&statsId=T001147（URL❷）

経済構造実態調査／小売販売額
総務省統計局経済統計課に申請することにより、小売販売額の行政単位データが入手可能

経済構造実態調査／製造品出荷額
経済産業省データマネジメント推進室に申請することにより、製造品出荷額の原票データが入
手可能

入手先年次原典データ項目

URL❶2021経済センサス-活動調査／（小地域別）産業（大分類）別
民営事業所数及び男女別従業者数（2021）

事業所数・従業者
数（小地域別）

URL❷2021経済センサス-活動調査／（メッシュ単位）産業（大分
類）別民営事業所数及び男女別従業者数（2021）

事業所数・従業者
数（メッシュ単
位）

総務省-経済構造実態調査（産業横断調査）小売販売額

経産省-経済構造実態調査（製造業事業所調査）製造品出荷額

産業別製
造品出
荷額、
総額

…

産業別製造
品出荷額、
A 農業・

林業

産業別
小売
販売
額、

総数

…

産業別小売販
売額、

A 農業・
林業

産業別従業
者数、
総数

…

産業別従業
者数、

A 農業・
林業

産業別事業
所数、
総数

…

産業別事業
所数、

A 農業・
林業

小地域

コード

1
2
3

：
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C0202 事業所数・従業者数・売上金額（つづき）

〇メッシュ単位（2分の1地域（500m）メッシュ単位）
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下記のとおりとする。

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

産業別製
造品出
荷額、
総額

…

産業別製造
品出荷額、
A 農業・

林業

産業別
小売
販売
額、

総数

…

産業別小売販
売額、

A 農業・
林業

産業別従業
者数、
総数

…

産業別従業
者数、

A 農業・
林業

産業別事業
所数、
総数

…

産業別事業
所数、

A 農業・
林業

メッシュ

コード

1
2
3

：

説明コード
事業所数;A農業，林業1A
事業所数;B漁業1B
事業所数;C鉱業，採石業，砂利採取業1C
事業所数;D建設業1D
事業所数;E製造業1E
事業所数;F電気・ガス・熱供給・水道業1F
事業所数;G情報通信業1G
事業所数;H運輸業，郵便業1H
事業所数;I卸売業，小売業1I
事業所数;J金融業，保険業1J
事業所数;K不動産業，物品賃貸業1K
事業所数;L学術研究，専門・技術サービス業1L
事業所数;M宿泊業，飲食サービス業1M
事業所数;N生活関連サービス業，娯楽業1N
事業所数;O教育，学習支援業1O
事業所数;P医療，福祉1P
事業所数;Q複合サービス事業1Q
事業所数;Rサービス業（他に分類されないもの）1R
事業所数;S公務（他に分類されるものを除く）1S
事業所数;T分類不能の産業1T
事業所数;総数1Total
従業者数;A農業，林業2A
従業者数;B漁業2B
従業者数;C鉱業，採石業，砂利採取業2C
従業者数;D建設業2D
従業者数;E製造業2E
従業者数;F電気・ガス・熱供給・水道業2F
従業者数;G情報通信業2G
従業者数;H運輸業，郵便業2H
従業者数;I卸売業，小売業2I
従業者数;J金融業，保険業2J
従業者数;K不動産業，物品賃貸業2K
従業者数;L学術研究，専門・技術サービス業2L
従業者数;M宿泊業，飲食サービス業2M
従業者数;N生活関連サービス業，娯楽業2N
従業者数;O教育，学習支援業2O
従業者数;P医療，福祉2P
従業者数;Q複合サービス事業2Q
従業者数;Rサービス業（他に分類されないもの）2R
従業者数;S公務（他に分類されるものを除く）2S
従業者数;T分類不能の産業2T
従業者数;総数2Total
小売販売額;A農業，林業3A
小売販売額;B漁業3B
小売販売額;C鉱業，採石業，砂利採取業3C
小売販売額;D建設業3D
小売販売額;E製造業3E
小売販売額;F電気・ガス・熱供給・水道業3F
小売販売額;G情報通信業3G
小売販売額;H運輸業，郵便業3H
小売販売額;I卸売業，小売業3I
小売販売額;J金融業，保険業3J

18



C0202 事業所数・従業者数・売上金額（つづき）

（つづき）

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

＜従業者数分布図＞
・メッシュ単位（2分の1地域メッシュ（500mメッシュ）単位）のポリゴンデータから、従業
者数、事業所数、小売販売額等に応じて色分けするとともに、都市計画区域や市街化区域、
行政区域等の区域ポリゴンデータをあわせて表示して図面を作成する。（下図は従業者数の
図面イメージ）

<凡例＞
・従業者数分布図凡例（下表）に従い、小地域毎またはメッシュ毎に着色する。

（令和○○年国勢調査 男女別・年齢階級（５歳階級）別人口をもとに作成）

c.位置図

説明コード
小売販売額;K不動産業，物品賃貸業3K
小売販売額;L学術研究，専門・技術サービス業3L
小売販売額;M宿泊業，飲食サービス業3M
小売販売額;N生活関連サービス業，娯楽業3N
小売販売額;O教育，学習支援業3O
小売販売額;P医療，福祉3P
小売販売額;Q複合サービス事業3Q
小売販売額;Rサービス業（他に分類されないもの）3R
小売販売額;S公務（他に分類されるものを除く）3S
小売販売額;T分類不能の産業3T
小売販売額;総数3Total
製造品出荷額;A農業，林業4A
製造品出荷額;B漁業4B
製造品出荷額;C鉱業，採石業，砂利採取業4C
製造品出荷額;D建設業4D
製造品出荷額;E製造業4E
製造品出荷額;F電気・ガス・熱供給・水道業4F
製造品出荷額;G情報通信業4G
製造品出荷額;H運輸業，郵便業4H
製造品出荷額;I卸売業，小売業4I
製造品出荷額;J金融業，保険業4J
製造品出荷額;K不動産業，物品賃貸業4K
製造品出荷額;L学術研究，専門・技術サービス業4L
製造品出荷額;M宿泊業，飲食サービス業4M
製造品出荷額;N生活関連サービス業，娯楽業4N
製造品出荷額;O教育，学習支援業4O
製造品出荷額;P医療，福祉4P
製造品出荷額;Q複合サービス事業4Q
製造品出荷額;Rサービス業（他に分類されないもの）4R
製造品出荷額;S公務（他に分類されるものを除く）4S
製造品出荷額;T分類不能の産業4T
製造品出荷額;総数4Total
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C0202 事業所数・従業者数・売上金額（つづき）

＜集計表＞
・行政区域単位のデータから、事業所数、従業者数、売上金額等のそれぞれについて、産業

分類別にとりまとめる。
・集計表の各項目のコードについては、「b.調書」のコードリスト（18頁、19頁）の通りと

する。

（事業所数） （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（従業者数） （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（小売販売額） （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（製造品販売額） （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

d.集計方法

作
成
項
目

・・・○○町（事業所）○○市（事業所）
A 農業・林業
B 漁業
：

・・・○○町（人）○○市（人）
A 農業・林業
B 漁業
：

・・・○○町（円）○○市（円）
A 農業・林業
B 漁業
：

・・・○○町（円）○○市（円）
A 農業・林業
B 漁業
：
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C0301 区域区分の状況

位置、面積a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域、準都市計画区域b.収集範囲

区域毎c.収集単位

・最新時点の都市計画図書、区域区分見直し資料等から収集d.収集方法

・国土数値情報ダウンロードサービスから区域区分の状況を収集する場合はデータの年次等
に留意が必要。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地
のうち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合に記載する。
※各区域のコードは上表のとおりとする。

b.調書

＜位置図＞
・区域区分の状況について区域ポリゴンデータを使用して地図に表示する。（次頁図はイ

メージ）

＜凡例＞
・区域区分位置図凡例（下表）に従い、区域毎に着色する。

c.位置図
線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)区域分類コード

太線、一点鎖線0,0,0なし行政区域00
太線、実線150,150,150なし都市計画区域21

太線、実線255,160,230255,250,190市街化区域
（非線引き用途地域）

22
24

太線、実線255,160,230230,230,230市街化調整区域23

太線、破線255,0,0なし居住誘導区域31
太線、実線255,0,0なし都市機能誘導区域32

入手先年次原典データ項目

URL❶2018国土数値情報／都市地域データ都市計画区域・市街化区
域・市街化調整区域

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※都市計画図書、区域区分の見直し資料等
の資料名を記載

その他区域区分の状況

収集データの例

都市計画図書及び変更図書（庁内資料）

区域区分の見直し資料（庁内資料）

国土数値情報ダウンロードサービス／都市地域データ
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A09.html（URL❶）

面積（ha）区域区分コード
都市計画区域21

市街化区域22
市街化調整区域23
非線引き用途地域24
非線引き用途白地25

準都市計画区域26
居住誘導区域31
都市機能誘導区域32

（区域区分位置図の凡例）

（太線：1.0pt 細線：0.5pt)
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C0301 区域区分の状況（つづき）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

-d.集計方法
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C0302 土地利用現況

位置、用途、面積、低未利用土地a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域、準都市計画区域b.収集範囲

・敷地毎（ここでいう、敷地とは、同じ用途に供される土地の範囲を指す→土地利用界）c.収集単位

・現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、住宅地図等から収集d.収集方法

・都市計画以外の部署が保有するデータの積極的な利用や、空中写真等の共同利用をはじめ
として、データ収集の効率化（費用低減）・高度化（高頻度化）を図ることが考えられる。

・この他、調査の補助資料として衛星画像を活用して、土地利用の変化箇所を確認すること
で、現地調査の省力化が期待できる。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※敷地境界フラグは、次頁の「土地利用ポリゴン作成方法」を参考に該当する項目の番号を入力する。

※ここでの筆界の定義は、地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図の筆界のことをいう

b.調書

＜土地利用現況図＞
・土地利用分類表により、1:2,500または、1:10,000地形図を背景に、敷地毎に土地利用ポリ

ゴンを作成する。（P24、P26のイメージを参照）
c.位置図

収集データの例

➀現地調査
・現地調査による現況確認が望ましいが、効率的な調査の観点から、下記のデータを適宜活用

して予察前回の調査時点からの変化箇所や低未利用地を一次判定することで、現地調査の省
力化を図ることが考えられる。

②空中写真
・前回調査時点の空中写真と現在の空中写真を比較することで、変化箇所の抽出及び低未利用

土地の一次判定に活用。

③固定資産課税台帳／登記簿
・土地利用の変化箇所等について、登記異動等の情報から変化箇所の抽出や土地利用の種別を

一次判定することが可能。

④住宅地図
・上記と同様。

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、
登記簿、住宅地図等の資料名を記載

用途

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、
登記簿、住宅地図等の資料名を記載

面積

〇〇
※低未利用土地の定義は、p.23を参照

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、
登記簿、住宅地図等の資料名を記載

低未利用土地

G空間情報センター
https://front.geospatial.jp/moj-
chizu-xml-readme/moj-chizu-xml-
download/

〇〇登記所備付地図（14条地図）
土地利用ポリゴン
（筆界）

庁内資料〇〇地番現況図
土地利用ポリゴン
（筆界）

敷地境界フラグ※面積(㎡)用途ID
1
2
：

説明コード
筆界1
筆界を元に、同種の土地利用に供する複数の筆界を統合2
筆界を元に、航空写真等による土地利用界の設定➀（塀等の敷地境界を基準）3
筆界を元に、航空写真等による土地利用界の設定②（建物の隣棟間隔から設定）4
建築確認申請データ等の敷地情報から設定5
その他6
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C0302 土地利用現況（つづき）

（土地利用ポリゴンの作成方法（案））
・土地利用ポリゴンの作成にあたって、地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図

等を参考にし、その「筆界」に可能な限り整合する形で形状を設定するものとするが、土地
利用の現況と、地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図等が異なる場合は、土
地利用の現況を反映した形状を設定するものとする。
なお、具体的な作成方法については、以下の要領を参考にしつつ実態に応じて土地利用ポ
リゴンを作成する。

➀土地利用の境界と「地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図の筆界」が一致
する場合、単一の用途に供される「土地利用」の範囲と「筆界」が一致する場合は、筆界
を土地利用ポリゴンの境界として採用する。（敷地境界フラグ：「１」）

②連続する複数の「地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図の筆界」が同種の
土地利用の用途に供される場合、隣接する筆界をまとめて単一の土地利用ポリゴンとして
作成する。（敷地境界フラグ：「２」）

③単一の「地番現況図や公共座標系で整備された登記所備付地図の筆界」のなかで、複数の
種類の土地利用の実態が認められる場合、土地利用の実態に応じて筆界を分割するものと
し、土地利用の境界の設定は、下記を参照する。（敷地境界フラグ：「３」、「４」）

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

・筆A＝道路用地 （一致）
・筆B＝住宅用地 （一致）
・筆C＝商業用地 （一致）
・筆D＝公共空地 （一致）

・筆Aは、道路で利用
・筆Bは、共同住宅が立地
・筆Cは、商業施設が立地
・筆Dは、公園が立地

ⅰ）筆の状況
（地番現況図等）

ⅱ）土地利用の実態
（航空写真・現地調査等）

ⅲ）土地利用ポリゴンの
作成イメージ

・筆A、Dには、土地のみ
・筆B、Cには、建物がそれ

ぞれ立地している

・筆A、Bは、細長い形状
・筆C、Dには、建物B・建物Cが

それぞれ立地
・筆E・Fは筆は建物Dが跨った

状態で立地

・筆Aと筆Bは、どちらも道路の
一部として利用されている

・建物B、建物Cはどちらも戸建
住宅が立地している。

・筆E・筆Fは、1棟の商業施設が
跨って立地しておりひとつの
敷地として利用されている。

・筆A + 筆B ＝道路用地（統合）
・筆C＋筆D＝ 住宅用地（統合）
・筆E＋筆F ＝ 商業用地（統合）

・筆Aは、土地のみ
・筆Bには、建物が2棟立地し

た宅地
・筆Cは土地のみ

・筆Bは、戸建住宅と商業施設の
異なる用途の建物が立地しており、
土地利用の境界が不明確

・筆Bは、主な道路から商業施設へ
アプローチするための私道が存在

・筆Cには、公園と池で構成。池と
公園の境界は目視で確認可能

・筆Bは、建物の隣棟間隔の2分の１
となるよう境界を設定して住宅用
地と、商業用地に分割

・沿道用途の私道についても現況を
反映し、土地利用ポリゴンを作成
ただし、筆Aの公共用の道路用地
とは区分し、ポリゴンを作成する。

・筆Cは、公園＝公共空地と池＝水
面の土地利用ポリゴンに分割
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C0302 土地利用現況（つづき）

④地番現況図のGISデータが整備されていない、または、公共座標系で整備された登記所備
付地図が存在せず、筆が現況と著しく異なる場合は、 従来の土地利用ポリゴン作成手法
に従うか、建築確認申請データ等の代替となる敷地情報を活用できるものとする。

（敷地境界フラグ：「５」、「６」）

（土地利用の分類）
・土地利用ポリゴン毎に土地の用途を分類する。用途の分類（細分類）は、下表による。な

お、用途に対応するコーディングは「利用・提供の観点を踏まえた都市計画基礎調査実施
要領及び都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイドラインに係る技術資料」に示す。

・敷地内に複数用途の建築物が存在する場合は主たる用途を採用する。
・道路は、道路法上の道路以外についても、道路として一般の通行の用に供しているものは全

て道路として分類する。さらに、一般の通行の用に供していないもの（私有地内の「私道」
など）についても道路用地と分類するが、道路法上の道路及び一般の通行のように供するす
べての道路と接する部分において、土地利用ポリゴンの境界を設定して区分する。（前頁の
「土地利用ポリゴンの作成要領（案）」の③を参照）

・耕作放棄地について、その他自然地とせず、独立した区分とすることも可能とする。
・その他④について、住宅地図等から現況が確認できる利用の用途が他にあれば地方公共団体

の判断で独自に更に細分化することは可能とする。
・低未利用土地の定義については、土地基本法第13条第4項において「居住の用、業務の用そ

の他の用途に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺の地域における同一の用途若
しくはこれに類する用途に供されている土地の利用の程度に比べて著しく劣っていると認め
られる土地」としており、用途に供されていない空地、空家・空店舗等の存する土地等が該
当するが（その他自然地、その他➀～④の土地利用を除く）、その把握については、独自の
「空き家調査」、「空き地調査」等の既存保有資料等も活用しつつ、土地の利用状況を把握
することが重要となる。

・土地利用の分類及びコードは下表のとおりとする。

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

細分類土地
コード用途分類

水田201田

自
然
的

土
地
利
用

畑、樹園地、採草地、養鶏（牛、豚）場202畑
樹林地203山林
河川水面、湖沼、ため池、用水路、濠、運河水面204水面
原野・牧野、荒れ地（耕作放棄地等自然的状況のもの）、低湿地、
河川敷･河原、海浜、湖岸205その他自然地

建物用途分類表（P.33）の5～9211住宅用地

都
市
的
土
地
利
用

同1～4212商業用地
同13213工業用地

同14219
農林漁業施設用
地

同10、11、15214公益施設用地
道路、駅前広場、私有地内に存在する沿道用途の「私道」または、
私有地の一部分であるものの公共の通行に供されている土地の部分215道路用地

同12216交通施設用地
公園・緑地、広場、運動場、墓園217公共空地

防衛施設用地218
その他
公的施設用地

ゴルフ場219その他①
太陽光発電のシステムを直接整備している土地220その他②
平面駐車場221その他③

その他①～③以外の用途に供されている都市的土地利用（建物跡地、
資材置場、改変工事中の土地、法面〈道路、造成地等の主利用に含ま
れない法面〉）

222その他④

不明な土地223不明
用途に供されていない空地、空家・空店舗・空施設の存する土地
等224低未利用土地

（土地利用分類表）
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C0302 土地利用現況（つづき）

＜土地利用現況図＞
・土地利用ポリゴンデータを使用して地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

※低未利用土地については、401建物利用現況の「空家・空店舗・空施設フラグ」の情報と重ねあわせ
ることで、把握可能な場合がある。（空き家フラグの凡例(例)を として下記イメージ参照）

＜建物利用現況の空き家情報と重畳による低未利用土地の作成イメージ＞

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

・本要領は調査結果の積極利用を推進するものであるが、個人情報の利用・提供が認められ
ない場合には、個人が特定されないよう地区にまとめるといった集計化により、調査結果

d.集計方法

（重畳イメージ）

<凡例＞
・土地利用現況図凡例（下表）に従い、土地利用ポリゴン毎に着色する。

（前回調査時の土地の用途分類） （空家・空店舗・空施設の分布）

面 パターン縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)土地
コード用途分類

なし180,255,0201田
なし200,200,80202畑
なし0,220,0203山林
なし120,220,255204水面
なし160,100,50205その他自然地
なし255,255,0211住宅用地
なし230,80,80212商業用地
なし30,70,255213工業用地
なし255,200,80219農林漁業施設用地
なし200,0,220214公益施設用地
なし255,255,255215道路用地
なし140,140,140216交通施設用地
なし200,255,200217公共空地
なし150,70,70218その他公的施設用地

横縞 255,0,0なし255,255,255219その他①
縦縞 255,0,0なし255,255,255220その他②
左下がり斜線 255,0,0なし255,255,255221その他③
右下がり斜線 255,0,0なし255,255,255222その他④

なし190,190,190223不明
太縦縞 0,0,0なし255,255,255224低未利用土地
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C0302 土地利用現況（つづき）

の利用が可能である。以下の①小地域単位および②区域単位に関して、その集計方法を示
す。

＜集計表＞
①小地域単位
・小地域（町丁・字等）の別に用途別土地利用面積をとりまとめる
（CSVファイル）
・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理

(表計算ソフト：集計表）

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に用途別土地利用面積をとりま
とめる。

（表計算ソフト：集計表）
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（つづき）

※区域区分の有無により、市街化区び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※非可住地は、以下のような土地の区域が考えられるが、土地の区域の実態に応じて判断することが

望ましい。「水面」、「その他自然地(原野・牧野、荒れ地を除く)」、「道路用地」、「交通施設用
地」、「公共空地」、「公益施設用地」、「その他公的施設用地」、「商業用地」、「工業用地」

※可住地、非可住地、低未利用土地は不明を含まない。
※可住地、非可住地、低未利用土地については内数として集計する。また、用途別に低未利用土地を

集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

都市的土地利用自然的土地利用

区域区分
公益
施設
用地
(ha)

農林漁業
施設用地

(ha)

宅地
・

工業
用地
(ha)

宅地
・

商業
用地
(ha)

宅地
・

住宅
用地
(ha)

その他
の

自然地
(ha)

水面
(ha)

山林
(ha)

農地
畑

(ha)

農地
田

(ha)

都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

非線引き用途地域

非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

低
未
利
用

土
地

（ha

）

非
可
住
地

（ha

）

可
住
地

（ha

）
合
計

（ha

）
不
明

（ha

）

都市的土地利用

その他
④

（ha）

その他
③

（ha）

その他
②

（ha）

その他
①

（ha）

その他
公的施
設用地
(ha)

公共
空地
(ha)

交通
施設
用地
(ha)

道路
用地
(ha)

低
未
利
用
土
地※

（ha)

不
明
（ha)

そ
の
他
④
（ha)

（
そ
の
他
①
～
③
以
外
の
都
市

的
土
地
利
用
）

そ
の
他
③
（ha)

（
平
面
駐
車
場
）

そ
の
他
②
（ha)

（
太
陽
光
発
電
の
シ
ス
テ
ム
を

直
接
整
備
し
て
い
る
土
地
）

そ
の
他
①(

ゴ
ル
フ
場)

（ha)

そ
の
他

公
的
施
設
用
地

（ha)

公
共
空
地
（ha)

交
通
施
設
用
地
（ha)

道
路
用
地
（ha)

公
益
施
設
用
地
（ha)

農
林
漁
業
施
設
用
地
（ha)

工
業
用
地
（ha)

商
業
用
地
（ha)

住
宅
用
地
（ha)

そ
の
他
の
自
然
地
（ha)

水
面
（ha)

山
林
（ha)

畑
（ha)

田
（ha)

字
・
丁
目
名

大
字
・
町
名

△
丁
目

○
○
町

：：

○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0303 国公有地の状況

位置、所有者、地目、面積、利用状況a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域、準都市計画区域b.収集範囲

国公有地（国、都道府県、市町村、公社等の所有地）毎c.収集単位

・登記簿、庁内資料から収集する。

・国有地は、国有財産情報公開システム〔財務省理財局管理課国有財産情報室HP〕を活用
し、住所情報の把握が可能。
取得先URL：国有財産情報公開システムhttps://www.kokuyuzaisan.mof.go.jp/info/

d.収集方法

・国や都道府県、市町村が保有する土地（普通財産）を対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下表のとおりとする。b.調書

＜位置図＞
・国公有地の状況について、国公有地の区域ポリゴンを地図に表示する。

（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図

-d.集計方法

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※登記簿、庁内資料等の資料名を記載

所有者

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※登記簿、庁内資料等の資料名を記載

地目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※登記簿、庁内資料等の資料名を記載

面積

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載〇〇〇〇

※登記簿、庁内資料等の資料名を記載
利用状況

収集データの例

登記簿

庁内資料（固定資産課税台帳等）

備考利用状況面積（ha）地目所有者位置
①
②
：

④

①

③

②

⑤

説明コード
国1010
都道府県1020
市区町村1030
公社等1040
未調査9000
調査対象外9010
不明9020
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C0304 宅地開発状況

①位置、事業名称、面積、事業費、期間等
・対象は、次に列挙したものを基本とする。

市街地再開発事業、住宅地区改良事業、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業
団地造成事業、流通業務団地造成事業、一団地の住宅施設建設事業、公有水面埋立事業、
新都市基盤整備事業、住宅街区整備事業、防災街区整備事業、その他公的な宅地造成

②位置、面積、期間、用途、進捗状況等
・対象は、開発許可による開発を基本とする。

a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

事業毎c.収集単位

市街地開発事業等 ：都市計画図書、都市計画総括図（市街地開発事業）、庁内資料から収集
開発許可による開発：開発登録簿（開発許可申請）から収集

d.収集方法

・前回の基礎調査実施後に行われた宅地開発行為を対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書の作成方法＞
＜調書＞の項目と＜位置図＞のデータ形式は、開発内容によって異なるため、開発許可によ
る開発とその他の開発（土地区画整理事業等）は区分してとりまとめる。

＜調書＞
（市街地開発事業等）

※1 当初決定より、変更を含め古い順に記入する。
※2 過年度末までの事業費、総事業費を記入する。
※3 左側に事業開始年月日、右側に事業完了年月日を記入。現在事業中のものは認可を受けた事業期

間を記入する。事業に着手されていないものは記入しない。なお、土地区画整理事業については、
仮換地指定時も記す。

（開発許可による開発）

※4 以下の分類に沿って記載する。
ａ： 調査実施時点で完了（完了公告日）しているもの ｂ： 現在施行中のもの、又は開発審査会
による開発許可を受けたもの

※5 市街化調整区域内の開発については、その旨を記す。

b.調書

収集データの例

都市計画図書

都市計画総括図（市街地開発事業）

開発登録簿（開発許可申請）

その他庁内資料(開発状況がわかる図面資料等）

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※都市計画図書、都市計画総括図（市街地開
発事業）、庁内資料等の資料名を記載

市街地開発事業等

開発登録簿（開発許可申請）〇〇開発登録簿（開発許可申請）開発許可による開発

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

備
考

事業
期間

※3

進捗状況、
整備済
(ha)

進捗状況、
事業費※2

(百万円 / 百万円）

進捗状況、
事業中(ha)

進捗状況、
計画(ha)

市街地開発
事業名称

決定
年月日

※1

～○○土地区画整理事業・・・
・・・

備考※5進捗状況※4主な用途事業期間事業面積（㎡）位置
①

：
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C0304 宅地開発状況（つづき）

＜位置図＞
・開発許可による開発については、その位置をポイントで、その他の開発（土地区画整理事業

等）については、区域ポリゴンで表示する。（作成イメージは下図を参照）

＜凡例＞
・宅地開発状況位置図凡例（下表）に従い、項目毎に着色する。

c.位置図
作
成
項
目

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

市街地開発事業等
細線・実線0,0,0240,150,150市街地再開発事業
細線・実線0,0,020,100,50住宅地区改良事業
細線・実線0,0,0160,210,140土地区画整理事業
細線・実線0,0,0100,150,100新住宅市街地開発事業
細線・実線0,0,040,50,140工業団地造成事業
細線・実線0,0,0100,140,200流通業務団地一団地の住宅施設建設事業
細線・実線0,0,0150,200,60公有水面埋立事業
細線・実線0,0,0240,200,230その他公的な宅地造成
細線・実線0,0,0240,100,20その他の開発
ポイント0,0,0240,150,0開発許可による開発
太線・実線255,160,230255,250,190市街化区域
太線・実線255,160,230220,220,220市街化調整区域
太線・
一点鎖線0,0,0なし行政区域

太線・破線255,0,0なし居住誘導区域
太線・実線255,0,0なし都市機能誘導区域

（○○市
（基準日：○○年○○月○○日現在））

（宅地開発状況位置図の凡例）

（太線：1.0pt 細線：0.5pt)
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C0304 宅地開発状況（つづき）
＜集計表＞
・行政区域、都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途

白地）、準都市計画区域、都市計画区域外、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に件数、
面積をとりまとめる。

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は準都市計画
区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法
作
成
項
目

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

説明コード
住宅用地・件数3A
住宅用地・面積3B
商業用地・件数4A
商業用地・面積4B
工業用地・件数5A
工業用地・面積5B
公共施設用地・件数6A
公共施設用地・面積6B
その他・件数7A
その他・面積7B
不明・件数8A
不明・面積8B
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不明その他公益施設
用地工業用地商業用地住宅用地

区域区分
面積
（㎡）

件数
（件）

面積
（㎡）

件数
（件）

面積
（㎡）

件数
（件）

面積
（㎡）

件数
（件）

面積
（㎡）

件数
（件）

面積
（㎡）

件数
（件）

年行政区域
年
年
年
年

合計
都市計画区域

年

市街化
区域

年
年
年
年

合計
年

市街化
調整区域

年
年
年
年

合計
年

非線引き
用途地域

年
年
年
年

合計
年

非線引き
用途白地

年
年
年
年

合計
年

準都市計画区域

年
年
年
年

合計
年

都市計画区域外

年
年
年
年

合計
年

居住誘導区域

年
年
年
年

合計
年

都市機能誘
導区域

年
年
年
年

合計



C0305 農地転用状況

位置、面積、転用年、転用目的、農業振興地域の整備に関する法律による指定の有無a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

転用農地毎c.収集単位

農地転用申請書から収集d.収集方法

・転用用途が「C0302土地利用現況」の用途の都市的土地利用に分類されるものを対象と
する。

・前回の基礎調査実施後に行われた転用農地を対象とする。
e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※1 「C0302土地利用現況」の用途名のうち対応するものを記入する。

b.調書

＜位置図＞
・転用農地毎にその位置をポイントで表示する。（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図

収集データの例

農地転用申請書

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇農地転用申請書面積

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇農地転用申請書転用年

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇農地転用申請書転用目的

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇農地転用申請書農業振興地域の整備に関する
法律による指定の有無

農用地指定の有無転用用途※1転用年（年）面積（㎡）位置
①
：
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C0305 農地転用状況（つづき）

＜集計表＞
・行政区域、都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き

用途白地）、準都市計画区域、都市計画区域外、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の
別に件数、面積をとりまとめる。

○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は 準都市計
画区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

d.集計方法

作
成
項
目

前
年
末
の
農
地(

㎡)

転用用途転用件数・面積

区域区分
不明その他公益施設

用地工業用地商業用地住宅用地うち白地うち青地

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(
㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

年行政区域
年
年
年
年

合計

年都市計画区域
年
年
年
年

合計

年

市街化区域

年
年
年
年

合計

年

市街化
調整区域

年
年
年
年

合計

年

非線引き
用途地域

年
年
年
年

合計

年

非線引き
用途白地

年
年
年
年

合計

年準都市計画区域
年
年
年
年

合計

年都市計画区域外
年
年
年
年

合計

年居住誘導区域
年
年
年
年

合計

年都市機能誘導区域
年
年
年
年

合計
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C0305 農地転用状況（つづき）

＜コードリスト＞

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

説明コード
青地・件数1A
青地・面積1B
白地・件数2A
白地・面積2B
住宅用地・件数3A
住宅用地・面積3B
商業用地・件数4A
商業用地・面積4B
工業用地・件数5A
工業用地・面積5B
公共施設用地・件数6A
公共施設用地・面積6B
その他・件数7A
その他・面積7B
不明・件数8A
不明・面積8B
前年末の農地面積9B
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C0306 林地転用状況

位置、面積、転用目的a.収集項目

収
集
方
法

行政区域（保安林及び地域森林計画対象民有林）b.収集範囲

転用林地毎c.収集単位

地域森林計画対象民有林 ：林地開発許可申請から収集
保安林：保安林指定（解除）申請書

d.収集方法

・転用用途が「C0302土地利用現況」の用途の都市的土地利用に分類されるものを対象とす
る。

・前回の基礎調査実施後に行われた転用林地を対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※1 「C0302土地利用現況」の用途名のうち対応するものを記入する。

b.調書

＜位置図＞
・ポイントデータでの作成を基本とする。（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図

収集データの例

林地開発許可申請

保安林指定（解除）申請書

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇林地開発許可申請地域森林計画対象民有林

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇保安林指定（解除）申請書保安林

転用目的※1面積（㎡）位置
①
：
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C0306 林地転用状況（つづき）

＜集計表＞
・行政区域、都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き

用途白地）、準都市計画区域、都市計画区域外、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別
に件数、面積をとりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地
のうち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は準都市計画
区域の外」と読み替える。

＜コードリスト＞
集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法

作
成
項
目

不明その他公益施設用地工業用地商業用地住宅用地区域区分

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(
㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

面
積(

㎡)

件
数(

件)

年行政区域
年
年
年
年

合計

年都市計画区域
年
年
年
年

合計

年

市街化区域

年
年
年
年

合計

年

市街化
調整区域

年
年
年
年

合計

年

非線引き
用途地域

年
年
年
年

合計

年

非線引き
用途白地

年
年
年
年

合計

年準都市計画区域
年
年
年
年

合計

年都市計画区域外
年
年
年
年

合計

説明コード
住宅用地・件数3A
住宅用地・面積3B
商業用地・件数4A
商業用地・面積4B
工業用地・件数5A
工業用地・面積5B
公共施設用地・件数6A
公共施設用地・面積6B
その他・件数7A
その他・面積7B
不明・件数8A
不明・面積8B
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C0307 新築動向

位置、用途、事業主体、面積a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域及び準都市計画区域b.収集範囲

建築行為毎c.収集単位

建築確認申請、登記簿（固定資産課税台帳）から収集d.収集方法

・前回の基礎調査実施後に行われた建築行為を対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※1 「C0401建築利用現況」の用途名のうち対応するものを記入する。

b.調書

＜位置図＞
・個別建築行為ごとにその位置をポイントとして作成する。（作成イメージは下図を参照）

＜凡例＞
・新築動向位置図凡例（下表）に従い、項目毎に着色する。

c.位置図

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇
〇〇
※建築確認申請、登記簿（固定資産課税
台帳）等の資料名を記載

用途

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇
〇〇
※建築確認申請、登記簿（固定資産課税
台帳）等の資料名を記載

事業主体

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇
〇〇
※建築確認申請、登記簿（固定資産課税
台帳）等の資料名を記載

面積

収集データの例（最新年次）

建築確認申請

登記簿（固定資産課税台帳）

新築年開発面積（㎡）事業主体主な用途※１位置
①
②
：

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

新築動向
0,0,0240,240,80住宅
0,0,0240,70,70商業施設
0,0,080,80,140工業施設
0,0,0160,80,140公共施設
0,0,0230,190,220その他
255,160,230255,250,190市街化区域
255,160,230220,220,220市街化調整区域
0,0,0なし行政区域
255,0,0なし居住誘導区域
255,0,0なし都市機能誘導区域

（宅地開発状況位置図の凡例）
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C0307 新築動向（つづき）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

＜集計表＞
・建物用途別に件数、面積をとりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

d.集計方法
その他公益施設用途工業用途商業用途住宅用途

面積
(㎡)

件数
(件)

面積
(㎡)

件数
(件)

面積
(㎡)

件数
(件)

面積
(㎡)

件数
(件)

面積
(㎡)

件数
(件)

年
：

合計
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C0308 条例・協定

名称、公示・決定年月日、位置、面積、決定主体、概要、期限
・調査内容については、次に列挙したものを基本とする。

景観協定、建築協定、緑地協定、地区計画、法34条11号・12号に関する条例
a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

適用区域毎c.収集単位

・庁内資料から収集d.収集方法

・基礎調査実施時点で効力を有するもの全てを対象とする。
・土地利用関連の諸制度適用状況（農振法（農業振興地域の整備に関する法律）による農振

地域（農業振興地域）や森林法による森林地域の指定状況、地区計画の決定状況等）の把
握を行うことも考えられる。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞ （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

＜コードリスト＞
※1 都道府県による決定か市町村による決定かを区別する
※2 決定主体である地方公共団体の名称を記載する。
※3 条例や協定が適用される区域を示す。
※4 期限を限って定められたものである場合その期限を記載する。

b.調書

＜位置図＞
・条例・協定の適用される区域等について、区域ポリゴンデータを地図に表示する。
（作成イメージは下図を参照）
＜凡例＞
・条例・協定位置図凡例（下表）に従い、項目毎に着色する。

c.位置図

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

名称

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

公示・決定
年月日

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

面積

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載〇〇〇〇

※庁内資料名を記載
決定主体

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載〇〇〇〇

※庁内資料名を記載
概要

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載〇〇〇〇

※庁内資料名を記載
期限

収集データの例

庁内資料（例規集、庁内協定一覧等）

備考
期限

※4
概要面積(ha)※3

決定主体
の名称※2

決定主体
の区分※1

公示・決
定年月日、

最終

公示・決
定年月日、

当初
名称

…

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

細線・実線0,0,0都市計画法第34条に基づく指定
細線・実線0,0,0230,70,70法34条11号に基づく指定区域
細線・実線0,0,0240,140,140法34条12号に基づく指定区域
細線・実線0,0,0250,140,60景観協定
細線・実線0,0,090,180,170建築協定
細線・実線0,0,090,140,60緑地協定
細線・実線255,160,230255,250,190市街化区域
細線・実線255,160,230220,220,220市街化調整区域
細線・実線0,0,0なし行政区域

（太線：1.0pt  細線：0.5pt）

説明コード
都道府県1
市区町村2
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C0308 条例・協定（つづき）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

-d.集計方法
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C0309 農林漁業関係施策適用状況

位置、地区名、事業種別・主体、受益面積・期間、着工年度・事業状態、施策種別 等
・調査内容については、次に列挙したものを基本とする。

かんがい排水事業・ほ場整備事業・その他事業（構造改善事業、農業近代化事業等）
a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域b.収集範囲

適用区域毎c.収集単位

庁内資料から収集d.収集方法

・事業が完了したもの、事業中（着工済み、未完了事業）のもの、計画中（着工前）のもの
について調査する。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※1 かんがい排水事業・ほ場整備事業・その他事業（構造改善事業、農業近代化事業等）の順にまとめ
て記載する。

※2 直轄・補助・融資等を記載する。

b.調書

＜位置図＞
・農林漁業関係施策適用状況について、区域ポリゴンデータを使用して地図に表示する。
（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

地区名

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

事業種別・
主体

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

受益面積・
期間

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合はそのURLを記載

〇〇〇〇
※庁内資料名を記載

○○

収集データの例

庁内資料（事業計画書、事業報告書等）

備考受益
期間

施策
種別

※2

事業
状態

着工
年度

(年度)

受益面積等（ha）
（うち市街化区域内

受益面積）

事業
主体

事業
種別

※1
地区名位置

①
②
：

①

②
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C0401 建物利用現況

用途、階数、構造、建築面積、延床面積、建築年、耐火構造種別、高さ、空家（空家、空き
店舗等）a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域、準都市計画区域b.収集範囲

建物毎（主たる建物に付属する建物（車庫等）は、主たる建物と一体のものとして扱う。）c.収集単位

現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、建築確認申請、住宅地図等から収集d.収集方法

・都市計画以外の部署が保有するデータの積極的な利用や、空中写真等の共同利用をはじめ
として、データ収集の効率化・高度化（高頻度化）を図ることが望ましい。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の[収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※） 表中の※１～※7の解説は、下記に記載している。

※7の空家フラグについては、該当する建物に1を入力する。b.調書

収集データの例

➀現地調査 ・現地調査による建物の新築・滅失の状況や用途等について確認

②空中写真 ・過去と調査時点の空中写真を比較することで変化箇所を抽出・現地調査等の効
率化を図ることが可能

③固定資産課税台帳 ・建物の用途・階数・構造・面積等の属性情報を取得することが可能

④登記簿 ・建物の新築状況・面積等の属性情報を取得することが可能

⑤建築確認申請 ・新築建物の用途・階数・構造・耐火構造・面積等の属性情報を取得

➅住宅地図 ・建物の位置・用途等の情報を取得が可能

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、
建築確認申請、住宅地図等の資料名を記載

用途

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、
建築確認申請、住宅地図等の資料名を記載

階数

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、
建築確認申請、住宅地図等の資料名を記載

構造

…

空家
フラグ

※7

高さ
(m)
※6

耐火構
造種別

※5

建築
年

(年)

延床
面積
(㎡)

※4

建築
面積
(㎡)
※3

構造
※2

階数
・

地下
(階)

階数
・

地上
(階)

用途
※1ID

1
2
3
：

※1 用途の分類（細分類）は、下表による。なお、用途に対応するコーディングは「利用・提供
の観点を踏まえた都市計画基礎調査実施要領及び都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイド
ラインに係る技術資料」に示す。
・複数の建物で一体の施設を構成しているものについては、一体としての用途とする。
・店舗等併用住宅、同共同住宅、作業所併用住宅は、1/3以上が住宅のものとする。
・複合用途の建物（商業系複合施設及び併用住宅を除く）については、主たる用途により

分類する。
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C0401 建物利用現況（つづき）

※2 構造の分類は、下表による。複合構造の場合は、主たる構造の分類とする。なお、構造
に対応するコーディングは「利用・提供の観点を踏まえた都市計画基礎調査実施要領及
び都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイドラインに係る技術資料」に示す。

＜コードリスト＞

※3 登記簿等により、１階部分の床面積を建築面積とする。登記簿等の活用ができない場合
は、保有する都市計画の図書等により建物毎の建築面積を計測する。

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

細分類コード用途分類
事務所、銀行、会議場・展示場、郵便局、電話局、民間研究所、研修所 等4011.業務施設
（１）百貨店、小売店、卸売店、ガソリンスタンド 等

4022.商業施設

（２）食堂、喫茶店、弁当屋・宅配 等
（３）理容店、美容院、レンタル業、宴会場、結婚式場、習い事教室、予備校、

自動車教習所、住宅展示場、その他のサービス施設
（４）料理店、キャバレー、クラブ、バー、飲み屋 等
（５）劇場、映画館 等
（６）ボーリング場、バッティングセンター、ゴルフ練習場、フィットネス、カ

ラオケボックス、インターネットカフェ 等
（７）マージャン屋、パチンコ屋、馬券・車券発売所 等
ホテル、旅館、民宿、ラブホテル 等4033.宿泊施設
商業系用途（上の1～3）の複合施設で、主たる用途の床面積が全床面積の概ね
3/4に満たないもの4044.商業系用途複合

施設
専用住宅（住宅に付随する物置、車庫を含む）4115.住宅
アパート、マンション、長屋、寮 等4126.共同住宅
住宅（上の5）と商業施設等（上の1～4,10,11）の併用4137.店舗等併用住宅

住宅（上の6）と商業施設等（上の1～4,10,11）の併用4148.店舗等併用共同
住宅

住宅（上の5,6）と工業系用途（下の13）の併用4159.作業所併用住宅
国県市町村庁舎、裁判所、税務署、警察署、消防署、駐在所 等42110.官公庁施設
（1）大学、高等専門学校、各種学校、公的研究所 等

42211.文教厚生施設

（2）小・中・高等学校、保育所 等
（3）図書館、博物館、文化ホール、集会所、動物園 等
（4）体育館、水泳場、野球場、陸上競技場その他のスポーツ施設（主に公共施

設）
（5）病院
（6）診療所、老人ホーム、介護福祉施設、公衆浴場、公衆便所 等
（7）神社、寺院、教会 等
（1）駅舎、電車車庫、バスターミナル、港湾・空港施設 等

43112.運輸倉庫施設 （2）卸売市場、倉庫、トラックターミナル 等
（3）立体駐車場、駐輪施設 等
(1)危険物の製造、液化ガスの製造、塩素･臭素等の製造、肥料の製造、製紙、製

革、アスファルトの精製、セメントの製造、金属の溶融 等（準工業地域にお
いて立地不可）

44113. 工場

(2)原動機を使用する150㎡を超える工場、引火性溶剤を用いるドライクリー ニ
ング、原動機を使用する岩石の粉砕、レディミクストコンクリートの製造、陶
磁器・ガラスの製造 等（商業地域において立地不可）

(3)原動機を使用する50㎡を超える工場、原動機を使用する魚肉の練製品の製造･
セメント製品の製造･金属の加工・印刷、木工所、めっき 等（住居地域にお
いて立地不可）

(4)50㎡以内のパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業を
営む工場 等

(5)自動車修理工場

農業用納屋、畜舎、温室、船小屋、農林漁業用作業場 等45114.農林漁業用施
設

処理場、浄水場、ポンプ場、火葬場、発電所、変電所、ガス・熱供給施設 等45215.供給処理施設
防衛施設45316.防衛施設
仮設建築物その他1～16に分類できない施設45417.その他
不明な建物46118.不明

細分類その他建物属性
空家、空店舗、空施設 等47119. 空家等フラグ

説明コード
木造・土蔵造601
鉄骨鉄筋コンクリート造602
鉄筋コンクリート造603
鉄骨造604
軽量鉄骨造605
レンガ造・コンクリートブロック造・石造606
非木造610
不明611
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※4 登記簿等により、建物の床面積の合計を算出する。登記簿等の活用ができない場合は、

次のような方法で簡易に算出する。

①建築物の形状を考慮する方法
・１階と上層階で床面積が同一でない場合を考慮するため、保有する都市計画の図書等

により計測した建築面積に地上階数を掛け、さらに床面積換算係数（建物形状による
係数）を掛けて算出する。床面積換算係数については、現地調査等により建物形状を
確認の上決定する。

・一定の類型化により、各階の換算係数を算出することも考えられる。

（参考：延床面積の計算例、東京都土地利用現況調査（区部）実施要領を参考に作成）

②建築物の形状を考慮しない方法
・１階から上層階まで同一の床面積とみなして、建物利用現況図上で計測した建築面積

に階数を乗算して求める。

※5 建築確認申請に基づき、耐火、準耐火造、その他の別を区分する。建築確認申請等の資料から
確認が困難な場合は、簡易的な区分方法として、下記の分類に該当するものは、耐火構造とし
てみなすことも考えられる。

＜構造による耐火建築物の一般的な判定＞
・鉄骨の軸組にコンクリートを固めてつくるRC造
・鉄骨の軸組をレンガや石、コンクリートブロックで覆ったレンガ造
・鉄骨の軸組を鉄鋼モルタルで覆った鉄鋼モルタル造
＜建物の用途や規模による耐火建築物の判定＞
・建築基準法第27条により、耐火建築物としなければならない特殊建築物【別表１】に該当する

建物
なお、耐火構造種別に対応するコーディングは「利用・提供の観点を踏まえた都市計画基礎調
査実施要領及び都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイドラインに係る技術資料」に示す。

※6 航空測量、建築確認申請、建物階数等のデータに基づき、建物の高さを算出する。
（階高係数を用いた建物の高さの算出方法例）

建物の高さ ＝ 建物階数 × 階高係数

（参考： 埼玉県さいたま市の階高係数、平成28 年度建物現況調査作業報告書）

※7 空家等（空家、空店舗、空施設等）については、都市計画事業の実施、区域区分等の見直しや
立地適正化計画の策定における重要な根拠資料となることから建物用途と同様、個別建物単位
で整備することが重要である。また、個々の建物の性質を説明する属性情報として把握し、建
物の用途分類と重畳することにより活用することが効果的である。空家等については、空家等
対策の推進に関する特別措置法第２条第１項により「建築物またはこれに附属する工作物であ
って居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土
地に定着するものを含む。）をいう。」と定義しており、その実態把握については、空家等に
関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（平成27年2月26日付け総務省
・国土交通省告示第１号）において一つの考え方を示しているところである。

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

ウ）上層部が下層部の50%
未満の建物

イ）上層部が下層部の50%
以上100%未満の建物

ア）全階層とも同一形状の
建物

種別

・5階建て建物

・建築面積100㎡

・4階建て建物

・建築面積100㎡

・3階建て建物

・建築面積100㎡

建物例

2階建：0.65
3階建：0.55
4～11階建：0.45
12階建以上：0.40

2階建：0.90
3階建：0.85
4階建以上：0.80

全ての階：1.00床面積
換算係数

・建築面積×換算係数×階数

100×0.45×5=225㎡

・建築面積×換算係数×階数

100×0.80×4=320㎡

・建築面積×換算係数×階数

100×1.00×3=300㎡

延床面積の
計算例

最上階が
1階部の60%程度

最上階が
1階部の30%程度

・1階の建物： 5.06
・2階の建物： 4.02
・3階以上の建物： 3.21

（3階以上の建物は、件数の多い3～15階までの階数別階高の平均値を使用）
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また、総務省が実施している住宅・土地統計調査においては、「空家」とは「賃貸用又は
売却用の住宅」、「二次的住宅」及び「その他の住宅」を合計したものとしている。
それらを考慮の上、まずは既存の関係部局で実施している「空き家対策計画等の策定に
用いた調査結果等」の資料等を活用しつつ、地域の状況に応じて追加的に各市町村の
区域内の空家の所在等を把握することが重要となる。具体的な、調査手法としては、
例えば、住民基本台帳の転出・転入の情報から転出から6か月以上転入がない住宅等、
水道使用状況等から、著しく利用量が少ない世帯について把握することで、絞り込み
を行った上で現地確認を行うなど効率的に進めることが考えられる。なお、「空き家」
の情報の公開に際しては、個人情報への配慮をした上で、判断することが望ましい。

b.調書
（つづき）

作
成
項
目

＜位置図＞
・建物毎の位置を、1：2500の地形図上に、建物ポリゴンデータを使用して地図に表示する。

（作成イメージは下図を参照）

・各建物について、1:2500の地形図に、建物用途分類の凡例により、用途別に着色した図面を
作成する。（作成イメージは下図を参照）

※空家について、建物の用途分類と重畳して図示する場合には新たな凡例を設定する。
（空家の凡例(例)を として、住宅等と重畳する場合には、下図を参照）

＜建物の用途分類（住宅等）と空家の重畳イメージ＞

c.位置図

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））1
2

3

（建物用途別現況図の凡例）

（建物の用途分類（住宅等）） （空家（空家・空き店舗等）の状況）

（重畳イメージ）

＜建物利用現況図＞

面 パターン縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB）コード用途分類
なし190,30,504011.業務施設
なし120,80,404022.商業施設
なし240,140,1904033.宿泊施設
なし240,110,604044.商業系用途複合施設
なし240,240,1604115.住宅
なし250,170,1604126.共同住宅
なし245,240,904137.店舗等併用住宅
なし255,0,04148.店舗等併用共同住宅
なし180,140,1904159.作業所併用住宅
なし10,120,19042110.官公庁施設
なし250,160,5042211.文教厚生施設
なし40,60,14043112.運輸倉庫施設
なし0,100,6044113. 工場
なし60,170,13045114.農林漁業用施設
なし80,80,8045215.供給処理施設
なし40,50,5045316.防衛施設
なし130,130,13045417.その他
なし190,190,19046118.不明

縦縞 0,0,0なし255,255,25547119.空家
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（建物用途別現況図）
・各建物について、1:2500の地形図に、建物用途分類の凡例により、用途別に着色した図面を

作成する。（作成イメージは下図を参照）

（建物階数別現況図）
・各建物について、階数別に着色した図面を作成。（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（建物構造別現況図）
・各建物について、木造・非木造の別に着色した図面を作成。（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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（建物建築年別現況図）
・建築年の区分については、下記の条件を設定する。（作成イメージは下図を参照）

昭和56年以前： 昭和56年に施行された耐震基準に適合しない建物を確認するための区分
昭和57年以降： 昭和56年に施行された耐震基準に適合する建物を確認するための区分

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（建物高さ別現況図）
・各建物について、高さ別に着色した図面を作成。（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

・本要領は調査結果の積極利用を推進するものであるが、個人情報の利用提供が認められない
場合には、個人が特定されないよう地区にまとめるといった集計化により、調査結果の利用
が可能である。以下の①小地域単位および②区域単位に関して、その集計方法を示す。

d.集計方法
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<集計表＞

（１）用途別棟数、合計面積（建築面積、延床面積）

①小地域単位

・小地域別に用途毎の棟数、合計面積（建築面積、延床面積）の状況をとりまとめる。

（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理

（表計算ソフト：集計表） 【棟数の例】

※空家については内数として集計する。また、用途別に空家を集計することも効果的である。
【建築面積・延床面積の例】
・表様式は上記の棟数と同様に作成する。
・合計面積については、各小地域の用途別建築面積および用途別延床面積(㎡)をとりまとめる。
②区域単位

・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、
準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に用途毎の棟数、合計面積（建
築面積、延床面積）の状況をとりまとめる。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

2.商業施設1.業務施設

区域区分
⑺…⑴

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

6.共同住宅5.住宅4.商業系用途複合施設3.宿泊施設
延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

空
家(

棟)
※

不
明(

棟)

そ
の
他(

棟)

防
衛
施
設(

棟)

供
給
処
理
施
設(

棟)

農
林
漁
業
用
施
設(

棟)

工
場(

棟)

運
輸
倉
庫
施
設(

棟)

文
教
厚
生
施
設(

棟)
官
公
庁
施
設(

棟)

作
業
所
併
用
住
宅(

棟)

店
舗
等
併
用
共
同
住
宅(

棟)

店
舗
等
併
用
住
宅(
棟)

共
同
住
宅(

棟)

住
宅(

棟)

商
業
系
用
途
複
合
施
設(

棟)

宿
泊
施
設(

棟)

商
業
施
設(

棟)

業
務
施
設(

棟)

字
・
丁
目
名

大
字
・
町
名

△
丁
目

○
○
町

：：

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（つづき）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在）
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C0401 建物利用現況（つづき）
（つづき）

（つづき）

（つづき）

（つづき）

（つづき）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※空家については内数として集計する。また、用途別に空家を集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

12.運輸倉庫施設11.文教厚生施設
⑴⑺…⑴

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

13.工場12.運輸倉庫施設
…⑴⑶⑵

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

16.防衛施設15.供給処理施設14.農林漁業用施設
13.工場

⑸
延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積(㎡)

棟数
(棟)

19.空家18.不明17.その他

延床
面積(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

10.官公庁施設9.作業所併用住宅8.店舗等併用共同住宅7.店舗等併用住宅

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)

延床
面積
(㎡)

建築
面積
(㎡)

棟数
(棟)
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C0401 建物利用現況（つづき）

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコートは下記のとおりとする。

（２）階数
①小地域単位
・小地域別に階数別の棟数の状況をとりまとめる。

（CSVファイル）
・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。

（表計算ソフト：集計表）
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（つづき）

※内数として、階数別に空家を集計することも効果的である。

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に階数別の棟数の状況をとり
まとめる。 （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

地
下
階
な
し

地
上
１
６
階
以
上(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
１
１
～
１
５
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
８
～
１
０
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
６
～
７
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
４
～
５
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
３
階(

棟)
地
下
階
な
し

地
上
２
階(
棟)

地
下
階
な
し

地
上
１
階(

棟)

字
・
丁
目
名

大
字
・
町
名

△丁目○○町

：：

不
明(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
１
６
階
以
上(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
１
１
～
１
５
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
８
～
１
０
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
６
～
７
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
４
～
５
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
３
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
２
階(

棟)
地
下
階
あ
り

地
上
１
階(
棟)

地
下
階
な
し

地
上
１
６
階
以
上(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
１
１
～
１
５
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
８
～
１
０
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
６
～
７
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
４
～
５
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
３
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
２
階(

棟)

地
下
階
な
し

地
上
１
階(

棟)

区域区分

都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

非線引き用途地域

非線引き用途白地

準都市計画区域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

説明コード
棟数1
建築面積2
延床面積3
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C0401 建物利用現況（つづき）

（つづき）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※内数として、階数別に空家を集計することも効果的である。

<コードリスト>
・集計表の各項目は下表のとおりとする。

（３）構造
①小地域単位

・小地域別に構造別の棟数の状況をとりまとめる。
（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。
（表計算ソフト：集計表）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※内数として、構造別に空家を集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

不
明(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
１
６
階
以
上(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
１
１
～
１
５
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
８
～
１
０
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
６
～
７
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
４
～
５(

棟)

階

地
下
階
あ
り

地
上
３
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
２
階(

棟)

地
下
階
あ
り

地
上
１
階(

棟)

不
明(

棟)

れ
ん
が
造
・

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ

ロ
ッ
ク
造

・
石
造(

棟)

軽
量
鉄
骨
造(

棟)

鉄
骨
造(

棟)

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

造(

棟)

鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク

リ
ー
ト
造(

棟)

木
造
・
土
蔵
造(

棟)

字
・
丁
目
名

大
字
・
町
名

△丁目○○町
：：

説明コード
地下階なし_地上1階501
地下階なし_地上2階502
地下階なし_地上3階503
地下階なし_地上4-5階504
地下階なし_地上6-7階505
地下階なし_地上8-10階506
地下階なし_地上11-15階507
地下階なし_地上16階以上508
地下階あり_地上1階511
地下階あり_地上2階512
地下階あり_地上3階513
地下階あり_地上4-5階514
地下階あり_地上6-7階515
地下階あり_地上8-10階516
地下階あり_地上11-15階517
地下階あり_地上16階以上518
不明521
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C0401 建物利用現況（つづき）

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に構造別の棟数の状況をとり
まとめる。 （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※内数として、構造別に空家を集計することも効果的である。

<コードリスト>
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

（４）建築面積
①小地域単位

・小地域別に建築面積別の棟数の状況をとりまとめる。
（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。
（表計算ソフト：集計表）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※建物の規模は地域差が大きいため 各自治体は地域の実情に応じて細分化する。
※合計面積、平均面積に不明データは含まない。
※内数として、面積別に空家を集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

不
明(

棟)

れ
ん
が
造
・

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
造

・
石
造(

棟)

軽
量
鉄
骨
造(

棟)

鉄
骨
造(
棟)

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造(
棟)

鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造(

棟)

木
造
・
土
蔵
造(

棟)

区域区分

都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

平均
面積
(㎡)

合計
面積
(㎡)

不明
(棟)

1500
㎡
超

(棟)

1500
㎡

以下
(棟)

500㎡
以下
(棟)

150㎡
以下
(棟)

75㎡
以下
(棟)

50㎡
以下
(棟)

字
・
丁
目

名

大
字
・
町

名

△丁目○○町
：：

説明コード
木造・土蔵造601
鉄骨鉄筋コンクリート造602
鉄筋コンクリート造603
鉄骨造604
軽量鉄骨造605
レンガ造・コンクリートブロック造・石造606
非木造610
不明611
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C0401 建物利用現況（つづき）

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に建築面積別の棟数の状況をと
りまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※建物の規模は地域差が大きいため 各自治体は地域の実情に応じて細分化する。
※合計面積、平均面積に不明データは含まない。
※内数として、面積別に空家を集計することも効果的である。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

（５）延床面積
①小地域単位
・小地域別に延床面積別の棟数の状況をとりまとめる。

（CSVファイル）
・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。

（表計算ソフト：集計表）
（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在）

※建物の規模は地域差が大きいため、各自治体は地域の実情に応じて細分化する。
※合計面積、平均面積に不明データは含まない。
※内数として、面積別に空家を集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

平均
面積
(㎡)

合計
面積
(㎡)

不明
(棟)

1500㎡
超(棟)

1500㎡
以下
(棟)

500㎡
以下
(棟)

150㎡
以下
(棟)

75㎡
以下
(棟)

50㎡
以下
(棟)

区域区分

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

説明コード
50m2以下701
75 m2以下702
150 m2以下703
500 m2以下704
1500 m2以下705
1500 m2超706
不明711
合計面積721
平均面積722

53

平均
面積
(㎡)

合計
面積
(㎡)

不明
(棟)

3000
㎡

超(棟)

3000
㎡

以下
(棟)

1500
㎡

以下
(棟)

500㎡
以下
(棟)

150㎡
以下
(棟)

75㎡
以下
(棟)

50㎡
以下
(棟)

字 ・
丁目名

大字 ・
町名

△丁目○○町

：：



C0401 建物利用現況（つづき）

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に延床面積別の棟数の状況をと
りまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地のう

ち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

※建物の規模は地域差が大きいため、各自治体は地域の実情に応じて細分化する。

※合計面積、平均面積に不明データは含まない。

※内数として、面積別に空家を集計することも効果的である。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

（６）建築年
①小地域単位

・小地域別に建築年別の棟数、合計面積（建築面積、延床面積）の状況をとりまとめる。
（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。
（表計算ソフト：集計表）【棟数の例】 （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※合計面積については、各小地域の建築年別建築面積および建築年別延床面積（㎡）をとりまとめる。
※内数として、建築年別に空家を集計することも効果的である。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

説明コード

50m2以下801

75 m2以下802
150 m2以下803
500 m2以下804
1500 m2以下805
3000m2以下806
3000 m2超807
不明811
合計面積821
平均面積822

不明
(棟)

令和2年
～

(棟)

平成22年
～

平成31年
（令和元
年）(棟)

平成12年
～

平成21年
(棟)

平成2年
～

平成11年
(棟)

昭和57年
～

平成元年
(棟)

昭和47年
～

56年(棟)

昭和46年
以前
(棟)

字 ・
丁目名

大字 ・
町名

△丁目○○町
：：
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平均
面積
(㎡)

合計
面積
(㎡)

不明
(棟)

3000
㎡

超(棟)

3000
㎡

以下
(棟)

1500
㎡

以下
(棟)

500㎡
以下
(棟)

150㎡
以下
(棟)

75㎡
以下
(棟)

50㎡
以下
(棟)

区域区分

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域



C0401 建物利用現況（つづき）

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に建築年別の棟数、合計面積
（建築面積、延床面積）の状況をとりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（つづき）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※合計面積、平均面積に面積不明データは含まない。
※内数として、建築年別に空家を集計することも効果的である。

＜コードリスト＞
集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

平成2年～平成11年昭和57年～平成元年昭和47年～56年昭和46年以前

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)
棟
数(
棟)

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

不明令和2年～平成22年～平成31年（令和元年）平成12年～平成21年

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

延
床
面
積(

㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

延
床
面
積(
㎡)

建
築
面
積(

㎡)

棟
数(

棟)

説明コード
昭和46年以前901
昭和47～昭和56年902
昭和57年～平成元年903
平成2年～平成11年904
平成12年～平成22年905
平成22年～平成31年（令和元年）906
令和2年～907
不明911
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C0401 建物利用現況（つづき）

（７）耐火構造種別
①小地域単位

・小地域別に耐火構造種別の棟数の状況をとりまとめる。
（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。
（表計算ソフト：集計表）【棟数の例】

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※内数として、耐火構造別に空家を集計することも効果的である。

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に耐火構造種別の棟数の状況
をとりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※内数として、耐火構造別に空家を集計することも効果的である。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

（８）高さ
①小地域単位

・小地域別に建築物の高さの状況をまとめる。
（CSVファイル）

・調書から小地域単位に集計してCSVファイルとして出力・整理。
（表計算ソフト：集計表）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在）

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

不明(棟)その他(棟)準耐火(棟)耐火(棟)字・丁目名大字・町名
△丁目○○町

：：

不明(棟)その他(棟)準耐火(棟)耐火(棟)区域区分

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

説明コード
耐火1001
準耐火造1002
その他1003
不明1011

25m以下
(棟)

20m以下
(棟)

15m以下
(棟)

12m以下
(棟)

10m以下
(棟)

5m以下
(棟)字・丁目名大字・町名

△丁目○○町
：：
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C0401 建物利用現況（つづき）

（つづき）

※建物の高さは地域差が大きいため 各自治体は地域の実情に応じて細分化する。
※内数として、高さ別に空家を集計することも効果的である。

②区域単位
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、

準都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に延床面積別の棟数の状況を
とりまとめる。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在）

（つづき）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。
※建物の高さは地域差が大きいため 各自治体は地域の実情に応じて細分化する。
※内数として、高さ別に空家を集計することも効果的である。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

不明(棟)45m超
(棟)

45m以下
(棟)

40m以下
(棟)

35m以下
(棟)

30m以下
(棟)

20m以下(棟)15m以下(棟)12m以下(棟)10m以下(棟)5m以下(棟)区域区分

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

不明(棟)45m超(棟)45m以下(棟)40m以下(棟)35m以下(棟)30m以下(棟)25m以下(棟)

説明コード
5m以下1101
10m以下1102
12m以下1103
15m以下1104
20 m以下1105
25 m以下1106
30 m以下1107
35 m以下1108
40 m以下1109
45 m以下1110
45m超1111
不明1112
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C0402 大規模小売店舗等の立地状況

位置、大規模小売店舗/大規模集客施設への該当、開設/廃止年、延床面積、施設名称、施設
用途a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

建物毎c.収集単位

大規模小売店舗立地法及び大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律に
基づく届出資料等から収集。

d.収集方法

新施設及び変更（廃止含む）の届出に基づくこととし、調査時点で計画中/建設中の施設につ
いても対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞ （○○市（基準日：○○年○○月○○日現在）

※1 該当するものに○を記載。（大規模集客施設は、建築基準法に基づく大規模集客施設（床面積１
万㎡超の店舗、映画館、アミューズメント施設、展示場等）に当てはまるもの）

※2 廃止の場合に廃止年を記載。
※3 大規模小売店舗については「食品スーパー」「百貨店・スーパー・ショッピングセンター・寄合百

貨店・小売市場」「ホームセンター・専門店（家具・家電・書籍等）」「その他」に 区分、大規
模小売店舗でない大規模集客施設は「店舗以外」とする。

＜コードリスト＞
調書の各項目のコードは下表のとおりとする。

b.調書

＜位置図＞
・大規模小売店舗等の立地状況について、建物ポリゴンデータを使用して地図に表示する。
（作成イメージは下図を参照）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

c.位置図

ーd.集計方法

収集データの例

大規模小売店舗立地法及び大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律に基
づく届出資料（例：大規模小売店舗台帳）

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合は
そのURLを記載

〇〇
〇〇
※大規模小売店舗立地法及び大規模小売店舗
における小売業の事業活動の調整に関する法
律に基づく届出資料等の資料名を記載

大規模小売店舗等の
立地状況

施設用途・
分類※3施設名称

延床面積
(㎡)

廃止年
(年)※2

開設年
(年)

大規模集
客施設※1

大規模小売
店舗※1位置

①
②
③
：

説明コード
大規模小売店舗（食品スーパー）1
大規模小売店舗（百貨店・スーパー・ショッピングセンター・寄合百貨店・小売市場）2
大規模小売店舗（ホームセンター・専門店（家具・家電・書籍等））3
大規模小売店舗（その他）4
大規模集客施設（ 店舗以外）5
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C0403 住宅の所有関係別・建て方別世帯数

住宅の所有関係別世帯数、住宅の建て方別世帯数a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

小地域毎c.収集単位

国勢調査から収集
※上記にて公開されていない住宅の所有関係に関する項目については、住宅・土地統計調査
等で入手可能。

d.収集方法

-e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照。

a.原典リスト

作
成
項
目

-b.調書
-c.位置図

＜集計表＞
・都市計画の区分毎に世帯数をとりまとめる。
・集計は、小地域データの活用を基本とし、小地域の境界が区域区分の境界と合致しない場

合には、全体面積、住宅地面積、建物数等による按分を行い集計する。

（住宅の所有関係別世帯数） （令和○○年国勢調査 住宅の所有関係別世帯数をもとに作成）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地 のうち、必要な
区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は準都市計画区域の外」
と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

d.集計方法

収集データの例

国勢調査／住宅の所有の関係別一般世帯数
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001085（URL❶）

国勢調査／住宅の建て方別世帯数
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search?page=1&type=1&toukeiCode=00200521&toukeiYear=2020&aggregateUnit=A&serveyId=A002005
212020&statsId=T001086（URL❷）

住宅・土地統計調査／住宅の所有の関係(5区分)，建築の時期(7区分)別住宅数－全国，都道府県，
市区町村
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200522&tstat=000001127155&cycle=0&tclass1=000001
129435&tclass2=000001129436&tclass3val=0（URL❸）

入手先年次原典データ項目

URL❶またはURL❸〇〇国勢調査または住宅・土地統計調査住宅の所有関係別世帯数

URL❷2020国勢調査住宅の建て方別世帯数

住宅の所有関係別世帯数

住宅に居住する
一般世帯数

(世帯）
区域区分

そ
の
他(

世
帯
）

間
借
り(

世
帯
）

給
与
住
宅(

世
帯
）

民
営
の
借
家(

世
帯
）

公
営
・
都
市
機
構
・

公
社
の
借
家(

世
帯
）

持
ち
家(

世
帯
）

行政区域
都市計画区域

市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
都市計画区域外
居住誘導区域
都市機能誘導区域

59



C0403 住宅の所有関係別・建て方別世帯数

（住宅の建て方別世帯数）
（令和○○年国勢調査 住宅の建て方別世帯数をもとに作成）

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地のうち、
必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は準都市計画
区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目については下表のとおりとする。
（住宅の所有関係別世帯数） （住宅の建て方別世帯数）

d.集計方法
（つづき）

作
成
項
目

その他

共同住宅
長屋建

(世
帯）

一戸建
(世

帯）

主世帯
数(世
帯）

区域区分 11階建
以上(世

帯）

6～10
階建(世

帯）

3～5階
建(世
帯）

1～2階
建

(世帯）

行政区域
都市計画区域

市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
都市計画区域外
居住誘導区域
都市機能誘導区域

説明コード
主世帯数04019
一戸建04020
長屋建04021
共同住宅（1～2階建）04022
共同住宅（3～5階建）04023
共同住宅（6～10階建）04024
共同住宅（11階建以上）04025
その他04026

説明コード
住宅に居住する一般世帯数04019
持ち家世帯数04020
公営・都市機構・公社の借家04021
民営の借家04022
給与住宅04023
間借り04017
その他04018
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C0501 都市施設の位置・内容等

都市計画決定年月日、都市施設名称、進捗状況、事業期間a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域、準都市計画区域b.収集範囲

都市計画施設毎c.収集単位

都市計画図書、都市計画総括図（都市施設）、庁内資料等から収集d.収集方法

都市計画法第１１条第１項第１号～１５号に定めるものを対象とする。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
・区間・区域別に事業化されているものは、区間、区域別の事業期間を記入し、備考欄に区

間区域を記入する。

※1 当初の決定年月日、都市計画の変更を行った場合は変更した年月日について、古い順に記入する。
都市計画の変更を行った場合、その目的について備考欄に記入する。

※2 整備済には、以下の改良済・概成済の延長等を含んで記載する。
改良済：用地が計画のとおり確保されており、供用している。
概成済：改良済以外の区間のうち、都市計画施設と同程度の機能している。

※3 左側に事業開始年月日、右側に事業完了年月日を記入。現在事業中のものは事業期間を記入する。
事業に着手されていないものは記入しない。また、計画決定時にすでに完成しているものについては、
事業期間は記入せずその旨を備考欄に記入する。また、認可を受けていないものについてはその旨を
備考欄に記入する。

b.調書

・都市施設の整備状況図は１/2500の計画図の図式を基本とするものとして、下記の凡例に従
うこととする。

＜凡例＞

c.位置図

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合
はそのURLを記載

〇〇
〇〇
※都市計画図書、都市計画総括図（都市
施設）、庁内資料等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成して
いる場合は項目ごとに分けて記載。
一括して同じ場合は「ー」を記載。

収集データの例（最新年次）

都市計画図書

都市計画総括図（都市施設）

庁内資料等（都市施設に関する図面等）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

備
考

事業完了年
月日

事業
開始年月日

※3

進捗状況、
整備済※2

総事
業費

過年度
末まで

の
事業費

進捗状
況

事業中

進捗状況、
計画

都市施設
名称

決定
年月日※1

～・・
・・

パターン (RGB)縁・線 色指定（RGB）面色指定（RGB）都市施設
・道路

255,0,0細破線255,255,255計画中
255,0,0細実線255,255,255事業中

0,0,0ハッチ255,0,0細実線255,0,0整備済み
0,0,0細実線255,153,255・都市高速鉄道
0,0,0細実線205,205,205・自動車ターミナル

0,0,0縦線0,0,0細実線255,255,255・駐車場
・公園、緑地、墓園

102,255,102細破線255,255,255計画中
102,255,102細実線255,255,255事業中

塗りつぶし102,255.102細実線102,255,102整備済み
255,153,102ひし形255,153,102細実線255,255,255・ごみ焼却場、市場、火葬場
204,51,153ドット204,51,153細実線255,255,255・一団地の住宅施設
0,112,192ハッチ0,112,192細実線255,255,255・流通業務団地
255,153,102ひし形255,153,102細実線80,80,80・その他都市施設
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C0501 都市施設の位置・内容等

<凡例（つづき）＞

＜整備状況図（都市計画道路の例）＞
・都市施設の位置等を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

ーd.集計方法

パターン (RGB)縁・線 色指定（RGB）面色指定（RGB）都市施設
・下水道

太線・矢印91,155,213なし雨水管渠
太線・矢印204,153,0なし汚水管渠
太線・矢印0,0,0なし合流管渠

247,150,70細破線255,255,255排水区域
247,150,70細実線255,255,154下水処理場
247,150,70細実線255,153,153ポンプ場

太線・矢印255,192,0なし都市下水路

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0502 道路の状況

位置、幅員a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域及び準都市計画区域b.収集範囲

道路毎c.収集単位

国や都道府県、市町村の道路台帳、デジタル道路地図、ベクトルタイルデータ（道路中心
線：国土地理院が試験公開中で無償にてダウンロード可能）から収集

d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

・幅員の区分については、延焼遮断、下表により設定する。

※デジタル道路地図、ベクトルタイルデータを用いる場合、4m,6m,15mをそれぞれ
3.5m,5.5m,13mで代替することも考えられる。

b.調書

＜道路現況図＞
・道路の状況を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

入手先年次原典データ項目

〇〇
※原典データの入手先がURLの場合
はそのURLを記載

〇〇
〇〇
※ベクトルタイルデータ、道路台帳、デ
ジタル道路地図等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成して
いる場合は項目ごとに分けて記載。
一括して同じ場合は「ー」を記載。

収集データの例

国土地理院ベクトルタイル提供実験／地図情報（道路中心線）（2015～）
https://github.com/gsi-cyberjapan/vector-tile-experiment （URL❶）

道路台帳（国・都道府県・市町村）

デジタル道路地図
https://www.drm.jp/より申請または購入が必要

自動車
専用道路

分離帯
区分

有料
区分

幅員
区分

道路
分類

暫定
フラグ

整備
データ登録日

下表による
・・・

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

備考コード幅員区分
木防建蔽率の判定に用いる115ｍ以上
不燃領域率の判定に用いる26ｍ以上15ｍ未満
－34ｍ以上6ｍ未満
接道不良の判定に用いる44ｍ未満

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

線の太さ線の色線コード幅員区分
4pt30,43,99115ｍ以上
2pt255,0,026ｍ以上15ｍ未満
1.5pt0,255,034ｍ以上6ｍ未満
1pt244,150,5044ｍ未満
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C0502 道路の状況（つづき）

＜集計表＞
・都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用途白地）、準

都市計画区域、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に幅員区分別延長を集計する。

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法
作
成
項
目

不明（m）4ｍ未満
（m）

4ｍ以上
6ｍ未満
（m）

6ｍ以上
15ｍ未満

（m）

15ｍ以上
（m）区域区分

都市計画区域
市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
居住誘導区域
都市機能誘導区域

説明コード
15m以上1
6m以上15m未満2
4m以上6m未満3
4m未満4
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C0601 主要な幹線の断面交通量・混雑度・旅行速度

平日・休日12時間（24時間）自動車類交通量、ピーク時間交通量（台/時）、
大型車混入率、平均混雑度（平日）、混雑時平均旅行速度a.収集項目

収
集
方
法

行政区域（主要幹線道路）b.収集範囲

各路線・観測地点c.収集単位

全国道路・街路交通情勢調査（一般交通量調査）報告書から収集d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

b.調書

＜混雑時平均旅行速度分布図＞
・主要な幹線の断面交通量等を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2021全国道路・街路交通情勢調査
一般交通量調査／箇所別基本表

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

（〇〇年度全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）報告書 箇所別基本表をもとに作成）

昼間
非混雑

時
平均

旅行速度
（下り）

昼間
非混雑

時
平均

旅行速度
（上
り）

混雑時
平均

旅行速度
（下り）

混雑時
平均

旅行速度
（上り）

混
雑
度

大型車
混入率

（昼間12
時間）

平日
24時間
交通量

（上下合
計）

平日昼間
12時間
交通量

（上下合
計）

観測
地点

名

路
線
名

交通
調査
基本
区間
番号

％台台
…

（〇〇年度全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）報告書 箇所別基本表をもとに作成）

出典：都市計画道路網の見直しの方向（案）
（平成19年1月）、横浜市

（混雑時平均旅行速度分布図の凡例）
線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

混雑時平均旅行速度（平日）
なし255,0,020.0km/h 未満
なし0,128,020.0～24.9km/h
なし0,255,25525.0～29.9km/h
なし0,0,030.0km/h 以上
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収集データの例

全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査／箇所別基本表（2021）
https://www.mlit.go.jp/road/census/r3/（URL❶）



C0602 自動車流動量

トリップ数（車種別（乗用車、貨物車等））a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

市町村間・都道府県間トリップ毎c.収集単位

全国道路・街路交通情勢調査（道路交通起終点調査）報告書から収集d.収集方法

データ利用の際は、各地方整備局の道路管理者に申請が必要。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

ーb.調書

ーc.位置図

＜集計表＞

※市町村間データは公表されていないため各地方整備局の道路管理者に申請が必要

d.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2021全国道路・街路交通情勢調査
目的別OD表

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

収集データの例

全国道路・街路交通情勢調査 目的別OD表（都道府県間、平休別）（2021）
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00600580&bunya_l=10&tstat=000001116435&cycle=8&tcl
ass1=000001216542&tclass2=000001216544&tclass3val=0&metadata=1&data=1（URL❶）

〇〇年度全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）報告書（自動車起終点調査）をもとに作成

・・・
○○県○○県着地

発地 ・・・・・・○○市
トリップ/日

○○市
トリップ/日

○○市
○○県 ○○市

：：
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C0603 鉄道・路面電車等の状況

路線・駅位置、運行本数（本/日（平日））、乗降客数（日平均）a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

路線・駅毎c.収集単位

・各交通事業者資料、大都市交通センサス（三大都市圏のみ）、都市・地域交通年報（三大
都市圏のみ）から収集
※路線及び駅の位置、運行本数以外の調書内容は、国土数値情報ダウンロードサービス（不

動産・建設経済局）において提供される鉄道データのGISデータの活用が可能

d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜乗降客調書＞

b.調書

＜路線図＞
・路線分布、運行本数に応じ、運行状況図を作成する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

収集データの例

国土数値情報 鉄道データ（2020）

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-N02-v2_3.html（URL❶）

各交通事業者の資料

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（駅・路線の凡例）

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

3pt247,150,79鉄道駅
1.5pt0,0,0なし路線

乗降客数（人）
運行本数

（平日）（本/日）
運営会社駅名線名

事業者種別
（コード）

鉄道区分
（コード）

・・・

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇各交通事業者資料乗降客数

URL❶2020国土数値情報
その他
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。
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C0604 バスの状況

乗降客数（日平均）、運行路線/停留所位置、運行本数（本/日）a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

路線毎c.収集単位

乗降客数は、一般乗合旅客自動車運送事業輸送実績報告書（運行系統別）から収集。バス
データを標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）でオープンデータ公開している地方公
共団体等では、それらのデータが活用可能。
※参考として、国土数値情報において提供されるバスルート・停留所のGISデータの活用が可

能

d.収集方法

一般乗合旅客自動車運送事業輸送実績報告書は、各交通事業者から毎年各運輸局に提出され
ており、運輸局から入手する。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜乗降客調書＞

＜運行状況調書＞b.調書

＜路線・駅位置図＞
・路線、駅の位置を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

収集データの例（最新年次）

国土数値情報 バスルートデータ（2010）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-N07.html（URL❶）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

総数（日平均）（人）路線名
・・・

運行本数（平日）（本/日）系統事業者名区分
・・・

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（路線図の凡例）
線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目

平日の一日当たりの運行本数の平均値（本/日）
0.3pt255,100,100なし1-9
0.5pt90,10,130なし10-24
0.7pt255,0,255なし25-49
0.9pt100,200,0なし50-74
1.2pt170,170,255なし75-100
1.5pt80,170,255なし100-

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（線の太さで運行本数を表現）

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇一般乗合旅客自動車運送
事業輸送実績報告書運行本数

URL❶
2010

※国土数値情報は古い
ため参考程度とすべき

〇〇
※国土数値情報、各交通事業者
資料等の資料名を記載

その他
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ごと
に分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。
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C0701 地価の状況

価格、用途a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

全地点c.収集単位

地価公示、都道府県地価調査から収集d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

（つづき）

（つづき）

（つづき）

b.調書

＜位置図＞
・地価の評価地点ごとに、ポイントとして表示。
・地点の地価を階級別に色分けで表示する。（階級の設定は、地価の実情に応じて適宜設定

する。）
（作成イメージは下図を参照）

（次頁つづく）

c.位置図

収集データの例

国土数値情報 地価公示データ（2022）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L01-v3_1.html（URL❶）

国土数値情報 都道府県地価調査データ（2022）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L02-v3_0.html（URL❷）

入手先年次原典データ項目

URL❶2022国土数値情報 地価公示データ地価公示

URL❷2022国土数値情報 都道府県地価調査データ都道府県地価調査

地籍住居表示所在地並
びに地番

基準値市
区町村名

称

基準値行
政コード

対前年度
変動率調査価格年度

前年度基
準値コー

ド

基準値
コード

…

…

地下
階層

地上
階層

奥行
比率

間口
比率形状供給施設有

無（下水）
供給施設有
無（ガス）

供給施設有
無（水道）建物構造利用区分利用状況表

示利用状況

都市計画
区分防火区分用途区分駅からの

距離駅名周辺の土地
利用の状況

側道の方
位側道状況前面道路の

舗装状況
前面道路
の幅員

前面道路
の方位

前面道
路状況

…
（以降最
新まで）

S59調査
価格

S58調査
価格

選定年次
ビット共通地点割増容積

率容積率建蔽率高度地区

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0701 地価の状況（つづき）

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

＜集計表＞
・行政区域、都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き用途地域、非線引き用

途白地）、準都市計画区域、都市計画区域外、居住誘導区域、都市機能誘導区域等の別に
用途区分別調査箇所の平均値を集計する。

※区域区分の有無により、市街化区域及び市街化調整区域、非線引き用途地域及び非線引き用途白地の
うち、必要な区域を記載する。

※準都市計画区域が指定されている場合において「都市計画区域外」は「都市計画区域又は準都市計画
区域の外」と読み替える。

※立地適正化計画の各区域は立地適正化計画が策定されている場合。

d.集計方法

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

林地
円／㎡

宅地見込地
円／㎡

準工業地
円／㎡

工業地
円／㎡

商業地
円／㎡

住宅地
円／㎡

区域区分

行政区域
都市計画区域

市街化区域
市街化調整区域
非線引き用途地域
非線引き用途白地

準都市計画区域
都市計画区域外
居住誘導区域
都市機能誘導区域

70

都市計画上の用途地域への対応公示地価・都道府県
地価調査の用途区分

市街化調整区域を除く都市計画区域内の
・第一種低層住居専用地域 ・第二種低層住居専用地域
・第一種中高層住居専用地域・第二種中高層住居専用地域
・第一種住居地域 ・第二種住居地域
において、居住用の建物の敷地に供されている土地並びに用途指定のされていない都市計画区
域及び都市計画区域外において、居住用の建物の敷地の用に供されている土地

住宅地

市街化調整区域を除く都市計画区域内の第一種住居地域等のうち、現に大部分の土地が農地、
採草放牧地、林地等として利用されており、かつ、将来において、市街化されることが、社会
的にみて合理的とみられる地域内の宅地化されていない土地のこと

宅地見込地

市街化調整区域を除く都市計画区域内の・準住居地域・近隣商業地域・商業地域において、商
業用の建物の敷地の用に供されている土地並びに用途指定されていない都市計画区域及び都市
計画区域外において、商業用の建物の敷地の用にきょうされている土地

商業地

市街化調整区域を除く都市計画区域内の準工業地域内において、居住用若しくは商業用の建物
又は工場等の敷地の用に供されている土地準工業地

市街化調整区域を除く都市計画区域内の工業地域及び工業専用地域において、工場等の敷地の
用に供されている土地並びに用途指定のされていない都市計画区域及び都市計画区域外におい
て、工場等の敷地の用に供されている土地

工業地

市街化調整区域内において、居住用又は商業用の建物の敷地の用に供されている土地市街化調整区域内の現況宅地

市街化調整区域にある現在林地となっている土地市街化調整区域内の現況林地
（地下公示のみ）

市街化区域外における次に掲げる林地
➀都市近郊林地／②農村林地／③林業本場林地林地（地下調査のみ）



C0801 地形・水系・地質条件

位置、名称a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

水系、急傾斜地、活断層、地質毎c.収集単位

地形については、土地条件図（国土地理院のHPより入手可能）、治水地形分類図（国土地理
院のHPより入手可能）、土地分類基本調査（不動産・建設経済局情報活用推進課のHPより
入手可能）をもとに整理する。水系については、主要水系調査（一級水系）利水現況図（不
動産・建設経済局情報活用推進課の主要水系調査成果閲覧システム）をもとに整理する。地
質条件は土地分類基本調査（表層地質図、土壌分布図）（不動産・建設経済局情報活用推進
課のHPより入手可能）をもとに整理する。

d.収集方法

短期的に変化するデータでは無いことから、前回調査から大規模な地形改変のあった場合な
どに、更新を行う。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

ーb.調書

＜地形図（治水地形分類図）＞ ＜水系図（主要水系調査（一級水系）利水現況図）＞

c.位置図

ーd.集計方法

収集データの例（最新年次）

国土地理院 土地条件図（〇〇※場所による）
https://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389/&base=std&ls=std%7Clcm25k_2012&disp=11&lcd=lcm
25k_2012&vs=c1j0l0u0f0&d=vl（URL❶）

国土地理院 治水地形分類図（〇〇※場所による）
https://maps.gsi.go.jp/#6/38.419166/137.548828/&base=std&ls=std%7Clcmfc2&blend=0&disp=11&vs=c
1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1（URL❷）

土地分類調査・水調査 5万分の1土地分類基本調査（〇〇※場所による）
https://nlftp.mlit.go.jp/kokjo/inspect/landclassification/land/l_national_map_5-1.html（URL❸）

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇〇〇
※土地条件図、地形分類図、土地分類基本調査等の資料名を記載

地形図

〇〇〇〇〇〇
※主要水系調査（一級水系）利水現況図等の資料名を記載

水系図

〇〇〇〇〇〇
※土地分類基本調査等の資料名を記載

地質条件

 

0 100 500m 

 山 地 ・ 丘 陵 地 

台      地 

自 然 堤 防 

旧 川 微 高 地 

扇 状 地 

天 井 川 の 部 分 

砂 丘 

旧 河 道 ・ 旧 落 堀 

干 拓 地 

高 い 盛 土 地 

崖 

直轄堤防（計画断

面） 

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0802 気象状況

気温、風向、風速、降水量 等a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

観測点毎c.収集単位

気象庁の観測データ、大気汚染常時監視測定局の測定データ等から収集d.収集方法

・前回の調査からの期間で毎日の記録を作成を基本とする。
・ヒートアイランド現象や水害対策に関する検討など、検討の目的に応じて時間帯別などの

データを収集することも考えられる。
e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

b.調書

ーc.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

URL❶2022気象庁 過去の気象データ・ダ
ウンロード

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

収集データの例（最新年次）

気象庁 過去の気象データ・ダウンロード（指定時点を出力可能）
https://www.data.jma.go.jp/gmd/risk/obsdl/index.php（URL❶）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

風向・風速
最多風向
（m/s）

風向・風速
平均風速
（m/s）

気温
最低

（℃）

気温
最高

（℃）

気温
平均

（℃）

降水量
1時間最大
（mm）

降水量
総量

（mm）

年月日地点

○年○月○日

：
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C0803 緑の状況

緑被地（樹林地、草地、農地等の別）及び水面の位置・面積a.収集項目

収
集
方
法

都市計画区域b.収集範囲

緑被地及び水面毎c.収集単位

航空写真、衛星画像、土地利用現況調査より収集・作成d.収集方法

・簡易な作成方法に示された施設緑地及び地域制緑地等の状況を把握した上で、標準的な作
成方法にある調査を行い、把握することが望ましい。

・「低炭素都市づくりガイドライン」又は「低炭素まちづくり計画作成マニュアル」に掲載
されている手法を活用し、高木本数、緑地面積又は管理状況等ごとのみどりの面積から、
都市のみどりによるＣＯ２吸収量を算定することが可能。

・首都圏・近畿圏自然環境グランドデザインなど、広域に緑地の状況を把握しているものの
うち、当該地方公共団体を対象とするデータがあれば、参考にすることも考えられる。

・収集範囲については、緑の連続性を考慮して行政区域とすることも考えられる。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

ーb.調書

＜緑被分布図＞
（標準的な作成方法）
○航空写真・衛星画像より判別

・マルチバンドの衛星画像や航空写真を用いた正規化植生指標(NDVI)等による分類、航
空写真の目視判読、これらと地図・土地利用現況調査結果等を併用した判読等により、
緑被及び水面の位置、面積、緑被の種類（樹林地、草地、農地の別）を分類する。

（簡易な作成方法）
○土地利用現況調査等より把握

・樹林地や農地等の自然的土地利用を土地利用現況調査等から把握する。
・以下の施設緑地、地域制緑地を、庁内資料や地図、土地利用現況調査等から把握する。
施設緑地 ：公共施設緑地（都市公園、河川緑地・歩行者専用道路等）、民間施設緑地

（公開空地・寺社境内地、民間の屋上緑化空地、民間の動植物園等）等
地域制緑地 ：生産緑地、河川区域、農用地区域、特別緑地保全地区、近郊緑地特別保全

地区等の法に基づく緑地、条例に基づき保全される緑地等
c.位置図

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※航空写真、衛星画像、土地利用現況調査
等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

出典：横浜市第9次緑地環境診断調査（平成21年度）、横浜市
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C0803 緑の状況（つづき）

c.位置図
（つづき）

作
成
項
目

＜集計表＞
・市町村単位での集計表を作成する。
・行政区や学区等、地域の実情に応じて分類する地区ごとに集計することも考えられる。

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。

d.集計方法

水面面積
（ha）

緑被地面積（ha）市町村名 農地（ha）草地（ha）樹林地（ha）
A市
B市
：

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（緑被分布図の凡例）

線の太さ縁 色指定（RGB）面 色指定（RGB)項目
なし0,140,60緑被地（主に樹林地）
なし80,180,50緑被地（主に草地）
なし250,240,0農地
なし0,120,200主に水面
0,0,0なし行政区域
150,150,150なし都市計画区域
255,130,40なし市街化区域

説明コード
樹林地1
草地2
農地3
水面4
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C0804 動植物調査

植物の分布状況、動物の分布状況a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

種又は分類群毎c.収集単位

自然環境保全基礎調査、河川水辺の国勢調査、環境省レッドデータブック、都道府県又は市
町村による既存調査、庁内資料等から収集
※植物の分布状況については、自然環境保全基礎調査結果〔環境省HP〕のGISデータ
（1/50,000、1/25,000植生図）の活用が可能。

d.収集方法

動物の分布状況については、自然環境保全基礎調査の動植物分布調査(生物多様性調査 種の
多様性調査)の活用や、個々の地方公共団体の環境部局等で調査を実施している場合、その成
果を引用する。

e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

ーb.調書

＜植生図＞
・自然環境保全基礎調査（植生調査）を活用し、種類、群集、群落等別に図上に記載する。

（作成イメージは下図を参照）

＜動物分布図＞
・動物の分布については、鳥類、哺乳類、昆虫等の情報等を収集し、可能であれば生息の分

布範囲も整理する。

c.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※自然環境保全基礎調査、河川水辺の国勢調査、
環境省レッドデータブック、都道府県又は市町村
による既存調査、庁内資料等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は
項目ごとに分けて記載。一括して同じ場合は
「ー」を記載。

収集データの例（最新年次）

自然環境保全基礎調査 植生調査（植生自然度調査）（2010）
https://www.biodic.go.jp/kiso/vg/vg_kiso.html#mainText（URL❶）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0901 災害の発生状況

既往災害（水害及び土砂災害）の位置、名称・地区名、発生年月日、被害状況
水害・震災・土砂災害等に関する災害リスク情報a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

災害の種別毎c.収集単位

既往災害：庁内資料から収集
災害リスク情報 ：国や都道府県・市町村によりハザードマップ等が作成済みの場合に収集
※がけ崩れ発生状況は、国土数値情報ダウンロードサービス（不動産・建設経済局）の土砂
災害・雪崩メッシュデータを活用し、発生回数に関し、5㎞メッシュ単位の作図が可能

d.収集方法

前回調査結果にそれ以降に発生した災害を追加し、可能な限り長期間のデータを収集する。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞
･水害（外水（洪水、高潮、津波））

･水害（内水）

･土砂災害（土石流・がけ崩れ等）

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下表のとおりとする。

b.調書

収集データの例（最新年次）

国土数値情報 土砂災害・雪崩メッシュデータ（2011）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A30a5.html（URL❶）

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※ハザードマップ、国土数値情報、庁内資
料等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

備考床下浸水床上浸水浸水面積発生年月日名称・地区名位置

戸戸ha
①
：

備考総雨量最大時間
雨量

床下
浸水

床上
浸水

浸水
面積

発生
年月日名称・地区名位置

ﾐﾘﾐﾘ/h戸戸ha
②
：

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

備考被害建物棟数被害面積発生年月日名称･地区名位置

戸ha
③
：

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

説明コード
水害（外水（洪水、高潮、津波））1
水害（内水）2
土砂災害（土石流、がけ崩れ等）3
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C0901 災害の発生状況（つづき）

＜位置図＞
・災害の発生状況を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

外水被害区域 ：河川の氾濫や堤防の決壊等により堤内地に生じた被害区域
内水被害区域 ：中小河川、下水道等の排水不良のため堤内地に生じた湛水による被害区域

※ 発生地点がある場合はポイント、それ以外は、区域ポリゴンで地図上に
表示する。

＜がけ崩れ発生回数図＞
・がけ崩れ発生状況は、国土数値情報の土砂災害・雪崩メッシュデータを活用し、発生回数

に関し、5ｋｍメッシュ単位の図面を作成する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図作
成
項
目

ーd.集計方法

① ②

③

④

⑤

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））
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C0902 防災施設の位置及び整備の状況

防災施設の位置、名称、整備状況（種別、収容可能人数）
消防水利の位置a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

防災拠点・避難場所毎c.収集単位

地域防災計画、消防関係資料等の庁内資料から作成。d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜防災拠点・避難場所調書＞

※1 一時避難地、広域避難地、避難所、防災拠点、消防水利の別を記入。

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下表のとおりとする。

b.調書

＜位置図＞
・防災施設の位置を地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※地域防災計画、消防関係資料等の資料名
を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

収容可能人数種別※1名称位置
人

一時避難地○○小学校①
広域避難地△△運動公園②
避難所◇◇公民館③
防災拠点市役所④

：

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

説明コード
一時避難地1
広域避難地2
避難所3
防災拠点4
消防水利5
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C1001 観光の状況

観光入込客数（目的別、居住地別、宿泊・日帰り別等）
観光消費額（目的別、居住地別、宿泊・日帰り別等）
宿泊施設総数、収容人数、客室数

a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

行政区域、観光地点毎c.収集単位

・庁内資料から収集
・宿泊施設総数、収容人数、客室数のデータ作成方法については、国土数値情報ダウンロー

ドサービス（不動産・建設経済局）の宿泊容量メッシュデータが参考となる。

・上記以外で、都道府県、指定都市、中核市に関しては、厚生労働省の「衛生行政報告例」
の最新年次のデータが参考となる。

d.収集方法

・都道府県ごとの調査項目にならって整理する。
・収集データの例➀（宿泊容量メッシュデータ）の年次が2010年と古いことに留意する。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

（つづき）

＜コードリスト＞
・調書の各項目のコードは下表のとおりとする。

b.調書

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

収集データの例➀（2010）

国土数値情報 宿泊容量メッシュデータ（2010）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-P09.html（URL❶）

施設数
（コテージ・貸し別荘・山荘）

施設数
（宿坊）

施設数
（ペンション）

施設数
（民宿）

施設数
（公共宿泊施設）

施設数
（旅館）

施設数
（ホテル）

宿泊容量
メッシュ

…

…

客室数収容人数施設総数施設数
（研修センター）

施設数
（カプセルホテル）

施設数
（ユースホステル）

収集データの例②（2023）

e-Stat 衛生行政報告例 第4章 生活衛生／旅館・ホテル営業の施設数・客室数及び簡易宿所・
下宿営業の施設数・許可・廃止・処分件数，都道府県－指定都市－中核市（再掲）別
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450027&tstat=000001031469&cycle=8&tclass1=00000122
2480&tclass2=000001222481&tclass3=000001222482&cycle_facet=tclass1%3Atclass2%3Atclass3%3Acycle
&tclass4val=0&metadata=1&data=1（URL❷）

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※庁内資料、国土数値情報等、e-Statの資料
名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

説明コード
ホテル1
旅館2
公共宿泊施設3
民宿4
ペンション5
宿坊6
コテージ・貸別荘・山荘7
ユースホステル8
カプセルホテル9
研修センター10
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C1001 観光の状況（つづき）

＜宿泊施設総数メッシュ図＞
・国土数値情報の宿泊容量メッシュデータ（不動産・建設経済局）を参考とし、宿泊施設総数、

収容人数、客室数に関し、3次メッシュ単位の図面を作成する。
（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

＜集計表＞
○観光目的
（観光入込客数・消費額）

○ビジネス目的
（宿泊施設の状況）

＜コードリスト＞
・集計表の各項目のコードは下表のとおりとする。
○観光目的
（観光入込客数・消費額）

d.集計方法
作
成
項
目

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

観光消費額入込客数
年次 県外居住

（宿泊/日帰）
県内居住

（宿泊/日帰）
県外居住

（宿泊/日帰）
県内居住

（宿泊/日帰）
円/ 円円/ 円人/ 人人/ 人

○年
○年

客室数収容人数宿泊施設総数年次
室人人

○年
○年

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

説明コード
入込客数/ 県内居住/宿泊1
入込客数/ 県内居住/日帰り2
入込客数/ 県外居住/宿泊3
入込客数/ 県外居住/日帰り4
観光消費額/ 県内居住/宿泊5
観光消費額/ 県内居住/日帰り6
観光消費額/ 県外居住/宿泊7
観光消費額/ 県外居住/日帰り8
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C1002 景観・歴史資源等の状況

次に示す景観・歴史資源等の場所等
景観地区、風致地区、歴史的風致形成建造物、国宝・重要文化財（建造物）、重要有形民俗
文化財、史跡、名勝、重要伝統的建造物群保存地区、伝統的建造物群保存地区、国登録有形
文化財（建造物）、埋蔵文化財包蔵地、景観重要建造物、景観重要樹木、その他都道府県や
市町村が選定した資源

a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

資源毎c.収集単位

庁内資料から作成
※国土数値情報ダウンロードサービス（不動産・建設経済局）において、(財)日本交通公社が

事務局として設置した「観光資源評価委員会」が検討・選定し作成した「観光資源台帳」
に掲載されている観光資源のうち、評価ランクがA級以上の観光資源データが活用可能

d.収集方法

国、都道府県、市区町村、学会、その他民間団体等から指定されている資源を幅広く収集す
る。e.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。
※原典データの入手先がURLの場合はd.収集方法の「収集データの例」のURLを参照

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

※国土数値情報の分類表（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/codelist/tourismResourceCategoryCd.html）に
基づき記入b.調書

＜位置図＞
・資源の名称・位置がわかるように地図上に図示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇
〇〇
※庁内資料、国土数値情報等の資料名を記
載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

収集データの例（最新年次）

国土数値情報 観光資源データ（2014）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-P12-v2_2.html（URL❶）

観光資源分類コード※所在地住所種別名称行政区域コード都道府県コード観光資源名観光資源ID
…

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

説明コード
自然（行催事・イベント）1
歴史・文化2
温泉・健康3
スポーツ・レクリエーション4
都市型観光・買物・食5
その他6
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C1003 レクリエーション施設の状況

施設名、設置主体、施設規模、利用者数
※対象施設：野球場、陸上競技場、サッカー場・ラグビー場、テニスコート、 ゴルフ場、
水泳プール、その他スポーツ施設、ボート場、ヨットハーバー、 海水浴場・潮干狩、遊
園地、動物園、植物園、競輪・競馬場、観光有料道路、サイクリングコース、ハイキン
グ・登山コース、自然歩道、キャンプ場 等

a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

施設毎c.収集単位

庁内資料、河川水辺の国勢調査結果、公園管理者・河川管理者による既存調査から収集d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

※施設種別は、収集項目の対象施設に従う

b.調書

＜位置図＞
・施設分類毎に地図に表示する。（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇〇〇
※庁内資料等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

③
②

④

⑤

①

利用者数
（人/年）

施設規模
（㎡、km）

設置主体施設種別施設名位置

①
②
：

説明コード
野球場1
陸上競技場2
サッカー場・ラグビー場3
テニスコート4
ゴルフ場5
水泳プール6
その他スポーツ施設7
ボート場8
ヨットハーバー9
海水浴場、潮干狩り10
遊園地11
動物園12
植物園13
競輪、競馬場14
観光有料道路15
サイクリングコース16
ハイキング、登山コース17
自然歩道18
キャンプ場19
その他20
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C1004 公害の発生状況

位置、種類、発生年、発生源、被害面積、被害の概要a.収集項目

収
集
方
法

行政区域b.収集範囲

公害毎c.収集単位

庁内資料から収集d.収集方法

ーe.留意事項

※複数の原典データを元に作成している場合は必要に応じて行を追加する。

a.原典リスト

作
成
項
目

＜調書＞

※1 公害の種類については、次の通りとする。（大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下、悪臭、
土壌汚染、その他）

※2 主たる発生原因と考えられる施設等を記載。
※3 被害面積が明らかな場合に記載。

b.調書

＜位置図＞
・位置図上には、観測地点（ポイント）、被害区域（ポリゴン）を記載する。

（作成イメージは下図を参照）

c.位置図

ーd.集計方法

入手先年次原典データ項目

〇〇〇〇〇〇
※庁内資料等の資料名を記載

〇〇
※複数の原典データを元に作成している場合は項目ご
とに分けて記載。一括して同じ場合は「ー」を記載。

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

②

③

（○○市（基準日：○○年○○月○○日現在））

被害の概要被害面積※３

(ha)発生源※２発生年（年）種類※1位置

①
②
：

公害の種類の説明コード
大気汚染1
水質汚濁2
騒音3
振動4
地盤沈下5
悪臭6
土壌汚染7
その他8
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